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人権施策に関する基本的な計画（案） 

（新旧対照表） 

 

第 1 章　総論 

 現計画 改定案 関係課

 １　計画改定の趣旨（P1） 

本市では、2002（平成 14）年に益田市人権・同和問題基本計画を

策定し、2008（平成 20）年、2012（平成 24）年、2017（平成

29）年に改定を行い、人権が尊重される社会の実現に向けて、差別や

偏見をなくし、個性や多様性を認め合い、誰もが平等に社会参画でき

る環境づくりを進めてきました。 

 

 

 

 

しかし、2021（令和 3）年 3 月に実施した「人権・同和問題に関

する市民意識調査」（以下「今回調査」という）では、前回調査

（2016（平成 28）年 5 月実施）に比べ、改善のみられるところも

ありますが、一方では、人権意識の低下や、他人事意識・無関心な人

の増加なども明らかになり、市民の人権に関する意識には課題が残さ

れている状況です。 

 

また、近年は、女性や子ども、高齢者、障がいのある人への暴行・

虐待、インターネットを悪用した人権侵害等、様々な人権課題が発生

し大きな社会問題となっています。また、多様な性的指向・性自認の

受容、災害時における支援の必要な人等への配慮に加え、新型コロナ

ウイルス感染症に対する不安や偏見による差別など新たな課題も顕在

化しており、あらためて、一人一人の尊厳と人権の大切さについて、

社会全体で取り組むことが求められています。 

こうした様々な社会情勢や意識調査結果や本市における課題を踏ま

えて、人権教育・啓発の指針となる益田市人権・同和問題基本計画を

改定します。 

１　計画策定の趣旨 

本市では、2002（平成 14）年に益田市人権・同和問題基本計画を

策定し、2008（平成 20）年、2012（平成 24）年、2017（平成

29）年、2022（令和 4）年に改定を行い、人権が尊重される社会の

実現に向けて、差別や偏見をなくし、個性や多様性を認め合い、誰も

が平等に社会参画できる環境づくりを進めてきました。さらに、

2024（令和 6）年 12 月には、人権に関する基本理念を明確にし、

市、市民、事業所の責務を定める「益田市差別のない人権尊重の社会

づくり条例」を制定し、さらなる人権施策の推進に取り組んでいま

す。 

こうした中、2025（令和 7）年 12 月に実施した「人権・同和問

題に関する市民意識調査（以下「今回調査」という）」では、前回調査

（2021（令和 3）年 3 月実施）に比べ、一定の改善のみられるとこ

ろもありますが、一方では、人権意識の低下や、他人事意識・無関心

な人の増加なども明らかになっており、市民の人権に関する意識には

依然として課題が残されている状況です。 

 

また、近年は、インターネットを悪用した人権侵害や多様な性のあ

り方への理解不足など、新たな課題も顕在化しており、あらためて、

一人一人の尊厳と人権の大切さについて、社会全体で取り組むことが

求められています。 

 

 

 

こうした様々な社会情勢、意識調査結果及び本市における課題を踏

まえて、従来の「益田市人権・同和問題基本計画」を継承しながら、

人権施策を総合的かつ計画的に推進するため「益田市人権施策推進計

画」（仮称）を策定します。 
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 ２　計画改定の背景 

（１）国際的な潮流（P1） 

20 世紀において二度にわたる悲惨な世界大戦の反省から、人権の

重要性は国際的に高まり、1948（昭和 23）年に国際連合（以下「国

連」という）は、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、

かつ、尊厳と権利とについて平等である。」とする「世界人権宣言」を

採択しました。この宣言は、すべての人間が人間として尊重され、自

由であり、平等であり、差別されてはならないことを定めており、す

べての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準となっています。 

そして、国連は世界人権宣言を実効あるものにするため、「国際人権

規約」や「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約（以下「人

種差別撤廃条約」という）」、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃

に関する条約（以下「女子差別撤廃条約」という）」、「児童の権利に関

する条約（以下「子どもの権利条約」という）」、「障害者の権利に関す

る条約（以下「障害者権利条約」という）」など、人権に関する多くの

条約を採択しました。 

また、「国際婦人年」、「国際児童年」、「国際障害者年」、「国際高齢者

年」など、数々の「国際年」を定めるとともに、それぞれの課題に重点

的に対応するため、「国連婦人の 10 年」、「国連障害者の 10 年」など

の取組も展開しました。 

しかしながら、東西冷戦構造の崩壊とともに、世界各地で地域紛争

や民族紛争が起こり、これに伴う著しい人権侵害や難民の発生など、

深刻な問題が表面化しました。こうした中で、人類は、「平和のないと

ころに人権は存在し得ず、人権のないところに平和は存在し得ない。

人権尊重が平和の基礎である。」という教訓を得、国際社会全体で人権

問題の解決に向けて取り組む気運が高まりました。 

このような経緯を経て、国連は、1994（平成 6）年、「人権教育の

ための国連 10 年（1995～2004 年）」を決議し、人権についての意

識を高め、理解を深めるための具体的プログラムとして「人権教育の

ための国連 10 年行動計画」が採択され、人権という普遍的文化の構

築をめざした取組が始まりました。 

さらに、2004（平成 16）年の第 59 回国連総会において、人権教

育がすべての国で取り組まれるよう「人権教育のための国連 10 年行

動計画」の後継の取組として、「人権教育のための世界計画」を 2005

年（平成 17）年から開始することを採択し、その第 1 フェーズ行動
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（１）国際的な潮流 

20 世紀において二度にわたる悲惨な世界大戦の反省から、人権の

重要性は国際的に高まり、1948（昭和 23）年に国際連合（以下「国

連」という）は、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、

かつ、尊厳と権利とについて平等である。」とする「世界人権宣言」を

採択しました。この宣言は、すべての人間が人間として尊重され、自

由であり、平等であり、差別されてはならないことを定めており、す

べての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準となっています。 

そして、国連は世界人権宣言を実効あるものにするため、「国際人権

規約」や「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約（以下「人

種差別撤廃条約」という）」、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃

に関する条約（以下「女子差別撤廃条約」という）」、「児童の権利に関

する条約（以下「子どもの権利条約」という）」、「障害者の権利に関す

る条約（以下「障害者権利条約」という）」など、人権に関する多くの

条約を採択しました。 

また、「国際婦人年」、「国際児童年」、「国際障害者年」、「国際高齢者

年」など、数々の「国際年」を定めるとともに、それぞれの課題に重点

的に対応するため、「国連婦人の 10 年」、「国連障害者の 10 年」など

の取組も展開しました。 

しかしながら、東西冷戦構造の崩壊とともに、世界各地で地域紛争

や民族紛争が起こり、これに伴う著しい人権侵害や難民の発生など、

深刻な問題が表面化しました。こうした中で、人類は、「平和のないと

ころに人権は存在し得ず、人権のないところに平和は存在し得ない。

人権尊重が平和の基礎である。」という教訓を得、国際社会全体で人権

問題の解決に向けて取り組む気運が高まりました。 

このような経緯を経て、国連は、1994（平成 6）年「人権教育のた

めの国連 10 年（1995～2004 年）」を決議し、人権についての意識

を高め、理解を深めるための具体的プログラムとして「人権教育のた

めの国連 10 年行動計画」が採択され、人権という普遍的文化の構築

をめざした取組が始まりました。 

さらに、2004（平成 16）年の第 59 回国連総会において、人権教

育がすべての国で取り組まれるよう「人権教育のための国連 10 年行

動計画」の後継の取組として、「人権教育のための世界計画」を 2005

（平成 17）年から開始することを採択し、その第 1 フェーズ行動計
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 計画（2005～2009 年）については「初等・中等教育における人権

教育」の推進に重点をおいた取組が、第 2 フェーズ行動計画（2010

～2014 年）においては、「高等教育並びに教育者、公務員等のための

人権教育」に焦点を当てた取組が、第 3 フェーズ行動計画（2015～

2019 年）においては、「メディアと報道関係者に焦点をあてるととも

に初等・中等・高等教育などにおける、これまでの人権教育の取組を

一層強化する」取組が行われました。また、2019（令和元）年「青少

年のための人権教育」に焦点をおいた第 4 フェーズ行動計画（2020

～2024 年）が採択されました。 

 

 

 

また、2015（平成 27）年 9 月の国連サミットで、2030（令和

12）年までの長期的な開発の指針として、「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」が採択され、地球上の「誰一人取り残さない」こ

とを理念とした世界共通の目標として「持続可能な開発目標（SDGs

（エス・ディー・ジーズ））」が掲げられました。SDGs は、17 の目標

（ゴール）とそれに紐づく 169 のターゲット（具体目標）で構成され

ており、その目標の中には、「ジェンダー※1 平等を実現しよう」、「人や

国の不平等をなくそう」といった人権に関わる目標も設定されていま

す。

画（2005～2009 年）においては、「初等・中等教育における人権教

育」の推進に重点をおいた取組が、第 2 フェーズ行動計画（2010～

2014 年）においては、「高等教育並びに教育者、公務員等のための人

権教育」に焦点を当てた取組が、第 3 フェーズ行動計画（2015～

2019 年）においては、「メディアと報道関係者に焦点をあてるととも

に初等・中等・高等教育などにおける、これまでの人権教育の取組を

一層強化する」取組が、第 4 フェーズ行動計画（2020～2024 年）

においては、「青少年のための人権教育」に焦点をおいた取組が行われ

ました。2025（令和 7）年からは第 5 フェーズ行動計画（2025～

2029 年）として「子どもと若者」を主な対象とし、デジタル技術、

環境・気候変動、ジェンダー平等に焦点を当てた取組が行われていま

す。 

また、2015（平成 27）年 9 月の国連サミットで、2030（令和

12）年までの長期的な開発の指針として、「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」が採択され、地球上の「誰一人取り残さない」こ

とを理念とした世界共通の目標として「持続可能な開発目標（SDGs）」

が掲げられました。SDGs は、17 の目標で構成されており、その目標

の中には、「ジェンダー※1 平等を実現しよう」、「人や国の不平等をなく

そう」といった人権に関わる目標も設定されています。 

 

 （２）国の取組（P2～3） 

国においては、1947（昭和 22）年に日本国憲法が施行され、1956

（昭和 31）年には、国連に加盟し、「国際人権規約」をはじめ、「人種

差別撤廃条約」「女子差別撤廃条約」、「子どもの権利条約」、「障害者権

利条約」など多くの国際人権諸条約を批准し、人権尊重社会の形成に

努めてきました。 

さらに、国連の「人権教育のための国連 10 年」決議を受けて、1997

（平成 9）年に「『人権教育のための国連 10 年』に関する国内行動計

画」を策定し、人権という普遍的文化の創造をめざして、あらゆる場

を通じた人権教育の推進、女性、子ども、高齢者、障がい者、同和問題

などの重要課題への対応、国際協力の推進などの取組が開始されまし

た。 

加えて、2000（平成 12）年に「人権教育及び人権啓発の推進に関

する法律（以下「人権教育・啓発推進法」という）」が制定され、人権
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（昭和 31）年には、国連に加盟し、「国際人権規約」をはじめ、「人種

差別撤廃条約」、「女子差別撤廃条約」、「子どもの権利条約」、「障害者

権利条約」など多くの国際人権諸条約を批准し、人権尊重社会の形成

に努めてきました。 

さらに、国連の「人権教育のための国連 10 年」決議を受けて、1997

（平成 9）年に「『人権教育のための国連 10 年』に関する国内行動計

画」を策定し、人権という普遍的文化の創造をめざして、あらゆる場

を通じた人権教育の推進、女性、子ども、高齢者、障がい者、同和問題

などの重要課題への対応、国際協力の推進などの取組が開始されまし

た。 

加えて、2000（平成 12）年に「人権教育及び人権啓発の推進に関

する法律（以下「人権教育・啓発推進法」という）」が制定され、人権
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 教育・啓発に関する施策の策定及び実施は、国と地方公共団体の責務

であると規定されました。これに基づき、2002（平成 14）年には

「人権教育・啓発に関する基本計画」を策定し、人権教育・啓発に関す

る施策の総合的、計画的な推進を図ることとしました。 

 

 

 

このほかにも、1999（平成 11）年「男女共同参画社会基本法」、

2000（平成 12）年「児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止

法）」、2001（平成 13）年「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律（ＤＶ防止法）」、2004（平成 16）年「犯罪被害者

等基本法」、2005（平成 17）年「高齢者虐待の防止、高齢者の養護

者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」、2011（平成

23）年「障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する

法律（以下「障害者虐待防止法」という）」、2013（平成 25）年「子

どもの貧困対策の推進に関する法律（子どもの貧困対策法）」並びに「障

害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者差別解

消法」という）」、2016（平成 28）年「本邦外出身者に対する不当な

差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（以下「ヘイトス

ピーチ解消法」という）」及び「部落差別の解消の推進に関する法律（以

下「部落差別解消推進法」という）」など個別の関係法を制定し、21

世紀を人権の世紀にふさわしいものとするための様々な取組が行われ

ています。 

 

 

 

 

 

また、2008（平成 20）年には、「人権教育の指導方法等の在り方

について（第三次とりまとめ）」が文部科学省より公表され、学校にお

ける人権教育の指導方法について、具体的な実践事例等の資料を提示

し、人権教育の一層の推進を図るための取組が進められています。

教育・啓発に関する施策の策定及び実施は、国と地方公共団体の責務

であると規定されました。これに基づき、2002（平成 14）年には

「人権教育・啓発に関する基本計画」を策定し、人権教育・啓発に関す

る施策の総合的、計画的な推進を図ることとしました。その後、2025

（令和 7）年 6 月に人権教育・啓発に関する施策の総合的、計画的な

推進を図るため「人権教育・啓発に関する第二次基本計画」が策定さ

れました。 

このほかにも、1999（平成 11）年「男女共同参画社会基本法」、

2000（平成 12）年「児童虐待の防止等に関する法律（以下「児童虐

待防止法」という）」、2001（平成 13）年「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」、2004（平成 16）

年「犯罪被害者等基本法」、2005（平成 17）年「高齢者虐待の防止、

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下「高齢者虐待防止

法という）」、2011（平成 23）年「障害者虐待の防止、障害者の擁護

者に対する支援等に関する法律（以下「障害者虐待防止法」という）」、

2013（平成 25）年「子どもの貧困対策の推進に関する法律（子ども

の貧困対策法）」並びに「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（以下「障害者差別解消法」という）」、2016（平成 28）年「本

邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関

する法律（以下「ヘイトスピーチ解消法」という）」及び「部落差別の

解消の推進に関する法律（以下「部落差別解消推進法」という）」、2022

（令和 4）年「こども基本法」、2023（令和 5）年「性的指向及びジ

ェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関す

る法律（以下「LGBT 理解増進法」という）」、2024（令和 6）年「特

定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律の一部を改正する法律（以下「情報流通プラットフォーム

対処法」という）」など個別の関係法を制定し、21 世紀を人権の世紀

にふさわしいものとするための様々な取組が行われています。 

また、2008（平成 20）年には、「人権教育の指導方法等の在り方

について（第三次とりまとめ）」が文部科学省より公表され、学校にお

ける人権教育の指導方法について、具体的な実践事例等の資料を提示

し、人権教育の一層の推進を図るための取組が進められています。

 （３）県の取組（P3） 

県においては、女性や子ども、高齢者、障がいのある人、同和問題、

外国人など様々な人権問題について、個別に計画やプランを策定し、

（３）県の取組 

県においては、女性や子ども、高齢者、障がいのある人、同和問題、

外国人など様々な人権問題について、個別に計画やプランを策定し、

人権センター
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 関係部局を中心に国や市町村、関係団体等と連携しながら、それぞれ

の課題解決に向けて取り組みました。 

2000（平成 12）年には、「島根県人権施策推進基本方針」を策定

し、一人一人の人権が尊重される社会の実現をめざして、人権教育・

啓発の総合的な取組を積極的に推進してきました。 

その後の人権を巡る社会情勢の変化、法律の制定等を踏まえ、2008

（平成 20）年に第一次改定を行い人権施策の一層の推進を図ってき

ました。 

しかしながら、依然として、差別や虐待などの人権侵害が後を絶た

ないなど、多くの課題が残されており、また、国際化や情報化、少子高

齢化など、社会環境の急速な変化を背景に、新たに発生した人権問題

や法令・計画などに対応するため、2019（平成 31）年に第二次改定

を行い、様々な人権課題の解決に向けて取り組んでいます。

関係部局を中心に国や市町村、関係団体等と連携しながら、それぞれ

の課題解決に向けて取り組みました。 

2000（平成 12）年には、「島根県人権施策推進基本方針」を策定

し、一人一人の人権が尊重される社会の実現をめざして、人権教育・

啓発の総合的な取組を積極的に推進してきました。 

その後の人権を巡る社会情勢の変化、法律の制定等を踏まえ、2008

（平成 20）年に第一次改定を行い人権施策の一層の推進を図ってき

ました。 

しかしながら、依然として、差別や虐待などの人権侵害が後を絶た

ないなど、多くの課題が残されており、また、国際化や情報化、少子高

齢化など、社会環境の急速な変化を背景に、新たに発生した人権問題

や法令・計画などに対応するため、2019（平成 31）年に第二次改定

を行い、様々な人権課題の解決に向けて取り組んでいます。

 （４）本市の取組（P3～4） 

  本市においては、2001（平成 13）年に「第 4 次益田市総合振興

計画」を策定して以降、同和対策を市政の重要施策に位置づけ、同和

対策審議会答申を尊重しながら、同和地区の実態を踏まえる中で計画

を点検・補完しつつ、諸施策の総合的・計画的な推進に努めてきまし

た。そして、この間の取組により、部落差別に起因した環境の改善、生

活の安定した層の増加、市民の同和問題に関する認識の向上等、多大

な成果を上げてきましたが、依然として根強く存在している差別意識

の解消等、なお解決すべき課題も残されています。 

　 このため、同和問題をはじめとするあらゆる人権問題の解決は行政

の責務であるとの基本認識に立ち、2002（平成 14）年に益田市人

権・同和問題基本計画を策定しました。2004（平成 16）年 11 月に

は、美都町・匹見町との合併による新益田市の誕生を踏まえ、2008

（平成 20）年、2012（平成 24）年、2017（平成 29 年）に計画

改定を経て、学校や地域、職場など様々な機会を通して人権教育・啓

発に関する取組を進めてきました。 

さらに、2021（令和 3）年には、「第 6 次益田市総合振興計画」を

策定し、「子育てにやさしく、誰もが健やかに暮らせるまち」を基本目

標として、一人一人の人権が尊重される社会の実現をめざして、その

推進を図っていきます。 

また、本市では国連サミットで採択された SDGｓの考え方を取り入

れ、まちの将来像の実現に向け、地域課題を踏まえた益田市共通の目

（４）本市の取組 

  本市においては、同和対策を市政の重要施策に位置づけ、同和対策

審議会答申を尊重しながら、同和地区の実態を踏まえる中で計画を点

検・補完しつつ、諸施策の総合的・計画的な推進に努めてきました。そ

して、この間の取組により、部落差別に起因した環境の改善、生活の

安定した層の増加、市民の同和問題に関する認識の向上等、多大な成

果を上げてきましたが、依然として根強く存在している差別意識の解

消等、なお解決すべき課題も残されています。 

　 

このため、同和問題をはじめとするあらゆる人権問題の解決は行政

の責務であるとの基本認識に立ち、2002（平成 14）年に益田市人

権・同和問題基本計画を策定し、その後 4 回の改定を経ながら、学校

や地域、職場など様々な機会を通して人権教育・啓発に関する取組を

進めてきました。 

 

 

さらに、2021（令和 3）年に策定した、「第 6 次益田市総合振興計

画」において、「子育てにやさしく、誰もが健やかに暮らせるまち」を

基本目標として、一人一人の人権が尊重される社会の実現をめざして、

その推進を図っています。 

また、SDGｓの考え方を取り入れ、地域課題を踏まえた共通目標と

して「益田市版 SDGs」を設定しています。 

人権センター
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 標となる「益田市版 SDGｓ」を設定し、本年度から新たに策定する市

の計画には、「益田市版 SDGｓ」の目指す 17 の目標を位置付けて掲

載することとしており、本計画においても、取組の分野ごとに関連す

る目標を掲載し、目標達成に向けた取組を推進することとしています。

 ３　計画の位置づけ（P6） 

本計画は、国の「人権教育・啓発推進法」第 5 条の規定に基づき策

定するもので、「第 6 次益田市総合振興計画」や関連する諸計画との整

合性を図り、人権が尊重される社会の実現を総合的かつ計画的に推進

するための指針として示すものです。

３　計画の位置づけ 

本計画は、国の「人権教育・啓発推進法」第 5 条及び「益田市差別

のない人権尊重の社会づくり条例」第 8 条の規定に基づき策定するも

ので、「第 6 次益田市総合振興計画」や関連する諸計画との整合性を図

り、人権が尊重される社会の実現を総合的かつ計画的に推進するため

の指針として示すものです。

人権センター

 ４　計画の期間（P6） 

本計画の期間は、2022（令和 4）年度から 2026（令和 8）年度

までの 5 年間とします。なお、社会情勢の変化などに対応するため、

必要に応じて計画の見直しを行います。

４　計画の期間 

本計画の期間は、2027（令和 9）年度から 2031（令和 13）年度

までの 5 年間とします。なお、社会情勢の変化などに対応するため、

必要に応じて計画の見直しを行います。

人権センター

 ５　計画の基本理念（P6） 

本計画では、一人一人の個性や違いを尊重し、様々な文化や多様性

を認め合い、すべての人の人権が尊重され、共に支え合う「共生の心」

の醸成に努めるとともに、人権が人々の思考や行動の基準として日常

生活に根づき、次の世代に引き継いでいくことができるような「人権

という普遍的な文化」の創造を基本理念とします。市民一人一人が人

権尊重の必要性や重要性を学び、人権に対する意識を高め、日常生活

において、具体的な行動につなげていくことをめざします。 

そして、これまでの同和問題解決に向けた取組が、大きな役割を果

たしてきたという成果を踏まえ、女性、子ども、障がいのある人、高齢

者等、様々な人権課題に対する取組を進めるうえで、その取組に学び、

すべての市民が自主的・主体的に、学習や社会参加活動等に取り組む

気運の醸成に努めます。 

家庭や学校、地域、職場など、あらゆる場においてさらに人権教育・

啓発が普及、浸透するよう、きめ細かい取組を推進します。 

人権が尊重される社会は、市民一人一人の不断の努力により築きあ

げられるものであり、その実現のためには、人権問題を自分自身の問

題として捉え、その解決に向けて主体的に取組を進めていく必要があ

ります。

５　計画の基本理念 

本計画では、一人一人の個性や違いを尊重し、様々な文化や多様性

を認め合い、すべての人の人権が尊重され、共に支え合う「共生の心」

の醸成に努めるとともに、人権が人々の思考や行動の基準として日常

生活に根づき、次の世代に引き継いでいくことができるような「人権

という普遍的な文化」の創造を基本理念とします。市民一人一人が人

権尊重の必要性や重要性を学び、人権に対する意識を高め、日常生活

において、具体的な行動につなげていくことをめざします。 

そして、これまでの同和問題解決に向けた取組が、大きな役割を果

たしてきたという成果を踏まえ、女性、子ども、障がいのある人、高齢

者等、様々な人権課題に対する取組を進めるうえで、その取組に学び、

すべての市民が自主的・主体的に、学習や社会参加活動等に取り組む

気運の醸成に努めます。 

家庭や学校、地域、職場など、あらゆる場においてさらに人権教育・

啓発が普及、浸透するよう、きめ細かい取組を推進します。 

人権が尊重される社会は、市民一人一人の不断の努力により築きあ

げられるものであり、その実現のためには、人権問題を自分自身の問

題として捉え、その解決に向けて主体的に取組を進めていく必要があ

ります。

人権センター
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第２章　各論 

 現計画 改定案 関係課

 １　あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進（P9） 

人権教育・啓発の推進にあたっては、人権の意義や重要性を知識と

して理解するだけではなく、日常生活の中で行動や態度となって現れ

ることが重要です。そのためには、市民一人一人が様々な人権問題に

ついて認識を深め、その解決を自分自身の課題として捉えるとともに、

差別を見抜き、差別をなくす実践力が高められるよう、家庭や学校、

地域、職場など、あらゆる場を通じて人権教育・啓発を進める必要が

あります。

１　あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進 

人権教育・啓発の推進にあたっては、人権の意義や重要性を知識と

して理解するだけではなく、日常生活の中で行動や態度となって現れ

ることが重要です。そのためには、市民一人一人が様々な人権問題に

ついて認識を深め、その解決を自分自身の課題として捉えるとともに、

差別を見抜き、差別をなくす実践力が高められるよう、家庭や学校、

地域、職場など、あらゆる場を通じて人権教育・啓発を進める必要が

あります。

人権センター

 （１）家庭における人権教育の推進（P9） 

家庭は、子どもにとってすべての教育の出発点であり、家族とのふれあ

いを通して、他者への共感や善悪の判断、人間の尊厳、生命の尊重など、

人権意識を育むうえで重要な役割を果たしています。 

家庭教育においては、親をはじめ家族が偏見を持たず、差別をしない、

差別を許さないなど、人権感覚を持って子どもと接することが重要です。

また、子育てや介護をはじめ家事などに男女が協力して分担するなど、家

族がお互いを尊重し助け合う意識づくりを進めることも大切です。 

　しかし、近年、家庭における養育力が低下し、子どもや高齢者に対する

虐待、ドメスティック・バイオレンス（以下「ＤＶ」という）、育児放棄な

ど、家庭において様々な人権問題が顕在化している状況が見受けられま

す。 

このような問題を解決していくためには、学校、地域、関係機関等が相

互に連携を深め、家庭における人権教育を推進することが重要です。

（１）家庭における人権教育の推進 

家庭は、子どもにとってすべての教育の出発点であり、家族とのふれあ

いを通して、他者への共感や善悪の判断、人間の尊厳、生命の尊重など、

人権意識を育むうえで重要な役割を果たしています。 

家庭教育においては、親をはじめ家族が偏見を持たず、差別をしない、

差別を許さないなど、人権感覚を持って子どもと接することが重要です。

また、子育てや介護をはじめ家事などに男女が協力して分担するなど、家

族がお互いを尊重し助け合う意識づくりを進めることも大切です。 

　しかし、近年、家庭における養育力が低下し、子どもや高齢者に対する

虐待、ドメスティック・バイオレンス（以下「ＤＶ」という）、育児放棄な

ど、家庭において様々な人権問題が顕在化している状況が見受けられま

す。 

このような問題を解決していくためには、学校、地域、関係機関等が相

互に連携を深め、家庭における人権教育を推進することが重要です

人権センター

 （２）学校等における人権教育の推進（P9～10） 

学校等では、子どもの発達段階に応じて、人権の意義・内容や重要性に

ついて理解を深める指導を行う中で、自分の大切さとともに他の人の大切

さを認めることができるように意識や態度の向上を図っていきます。さら

に、あらゆる教育活動を通じて豊かな人間性を育むとともに、様々な人権

問題に対する理解を深め、「仲間はずれ」や「無視」をはじめとした身近な

いじめ問題等の解決に向けて、主体的に取り組もうとする実践的な態度を

育てます。 

　また、学校等における人権教育の成果が子どもの人権感覚の育成へと着

実に結びつくためにも、家庭や地域との連携を進めていきます。さらに、

異校種間の連携を通して、系統的・継続的な人権教育の推進を図っていき

ます。 

（２）学校等における人権教育の推進 

学校等では、子どもの発達段階に応じて、人権の意義・内容や重要性に

ついて理解を深める指導を行う中で、自分の大切さとともに他の人の大切

さを認めることができるように意識や態度の向上を図っていきます。さら

に、あらゆる教育活動を通じて豊かな人間性を育むとともに、様々な人権

問題に対する理解を深め、「仲間はずれ」や「無視」をはじめとした身近な

いじめ問題等の解決に向けて、主体的に取り組もうとする実践的な態度を

育てます。 

　また、学校等における人権教育の成果が子どもの人権感覚の育成へと着

実に結びつくためにも、家庭や地域との連携を進めていきます。さらに、

異校種間の連携を通して、系統的・継続的な人権教育の推進を図っていき

ます。 

教育総務課 
学校教育課
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 人権教育の推進にあたっては、「同和教育指導資料第 19 集」（1996

（平成 8）年島根県）で示されている進路保障の理念をもとに、将来をた

くましく切り拓いていこうとする態度や能力を身に付けていくことがで

きるように、すべての子どもたちの実態とその背景に寄り添い、進路保障

の取組を行います。また、これまで培われてきた同和教育の成果や手法を

生かすとともに、「人権教育の指導方法等の在り方について（第三次とり

まとめ）」（2008（平成 20）年文部科学省）や「島根県人権施策推進基

本方針（第二次改定）」（2019（平成 31）年島根県）、「人権教育指導資

料第２集」（2015（平成 27）年島根県教育委員会）等の趣旨を踏まえ、

計画的かつ組織的な取組を行っていきます。

人権教育の推進にあたっては、「人権教育指導資料第２集」（2015（平

成 27）年島根県教育委員会）で示されている進路保障の理念をもとに、

将来をたくましく切り拓いていこうとする態度や能力を身に付けていく

ことができるように、すべての子どもたちの実態とその背景に寄り添い、

進路保障の取組を行います。また、「人権教育の指導方法等の在り方につ

いて（第三次とりまとめ）」（2008（平成 20）年文部科学省）や「島根

県人権施策推進基本方針（第二次改定）」（2019（平成 31）年島根県）

等の趣旨を踏まえた人権教育を積極的に推進します。

 （３）地域社会における人権教育の推進（P10） 

地域社会は、日常生活において様々な人々とふれあうことで、他者の思

いに共感したり、相手の立場を尊重する態度を育む場となっています。 

しかし、近年、核家族化や少子高齢化などが進む中で、地域社会での人

間関係や社会意識が希薄になり、地域の教育力や機能の低下が懸念される

ようになりました。さらに、今も根強く残る固定的な役割分担意識や、昔

ながらの不合理な迷信や因習、男性中心の考え方など地域には様々な人権

問題があります。今までも、公民館単位で設置された益田市地区人権・同

和教育推進協議会等を中心に人権・同和問題に関する意識啓発の取組を進

めてきましたが、今後も一層学習機会や情報提供を行い、地域の特性を活

かした人権学習を推進します。 

そして、市民一人一人が人権問題に対する正しい理解と認識を深め、そ

の解決を自らの課題として捉えることで、人権を尊重し、あらゆる差別を

なくしていこうとする態度と実践力を高めるための取組を進めていきま

す。

（３）地域社会における人権教育の推進 

地域社会は、日常生活において様々な人々とふれあうことで、他者の思

いに共感したり、相手の立場を尊重する態度を育む場となっています。 

しかし、近年、核家族化や少子高齢化などが進む中で、地域社会での人

間関係や社会意識が希薄になり、地域の教育力や機能の低下が懸念される

ようになりました。さらに、今も根強く残る性別による固定的な役割分担

意識や、昔ながらの不合理な迷信や因習、男性中心の考え方など地域には

様々な人権問題があります。今までも、公民館単位で設置された益田市人

権・同和教育推進協議会等を中心に人権・同和問題に関する意識啓発の取

組を進めてきましたが、今後も一層学習機会や情報提供を行い、地域の特

性を活かした人権学習を推進します。 

そして、市民一人一人が人権問題に対する正しい理解と認識を深め、そ

の解決を自らの課題として捉えることで、人権を尊重し、あらゆる差別を

なくしていこうとする態度と実践力を高めるための取組を進めていきま

す。

ひとづくり推進課

 （４）企業等における人権教育・啓発の推進（P10） 

近年、企業等も社会を構成する一員であるという考えから、企業の社会

的責任（ＣＳＲ※2）や社会貢献が求められるようになりました。そして、

公正な採用を促進するとともに、公正な配置・昇進や、ハラスメントなど

のない誰もが働きやすい職場づくりなど、人権を尊重する取組に対して、

一層の努力が期待されています。 

企業等が、人権問題解決に向けての社会的責任の自覚を深めると同時

に、経営者及び従業員一人一人が、人権問題に対する正しい理解と認識を

深め、自らの課題として捉えることで、人権を尊重し、あらゆる差別をな

くしていこうとする態度と実践力を高めるよう、人権教育・意識啓発を推

進します。

（４）企業等における人権教育・啓発の推進 

近年、企業等も社会を構成する一員であるという考えから、企業の社会

的責任（ＣＳＲ※2）や社会貢献が求められるようになりました。そして、

公正な採用を促進するとともに、公正な配置・昇進や、ハラスメントなど

のない誰もが働きやすい職場づくりなど、人権を尊重する取組に対して、

一層の努力が期待されています。 

企業等が、人権問題解決に向けての社会的責任の自覚を深めると同時

に、経営者及び従業員一人一人が、人権問題に対する正しい理解と認識を

深め、自らの課題として捉えることで、人権を尊重し、あらゆる差別をな

くしていこうとする態度と実践力を高めるよう、人権教育・意識啓発を推

進します。

人権センター

 （５）特定職業従事者に対する人権教育の推進（P10～11） （５）特定職業従事者に対する人権教育の推進 人事課 
教育総務課 
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重要課題への対応 

（１）同和問題 

現状と課題（P12～13） 

 　人権教育の推進にあたっては、すべての人々を対象に取組を進める必要

がありますが、とりわけ本市において人権に関わりの深い特定の職業従事

者に対して、人権教育に関する取組を積極的に進めていくことが求められ

ています。 

 

ア　市職員 

市職員は、公務員として自覚と使命感を持つとともに、人権の保障が行

政の根幹であることを認識し、常に人権尊重の視点に立って、それぞれの

職務の遂行に努めることが強く求められています。市職員が人権問題に対

する正しい理解と認識を深め、一人一人が確かな人権感覚を身に付けて、

それぞれの職務において適切な対応が行えるよう、人権研修を行い人権感

覚の高揚を図ります。 

また、自己啓発が自主的に行われるよう環境の整備を図ります。 

 

イ　教職員等 

教職員等は、子どもたちの重要な人格形成期に、教育活動を通して大き

な影響を与える職業です。指導者である教職員等自らが人権問題や差別に

対する認識を深め人権意識の高揚を図るとともに、指導力を向上させ、人

権・同和教育を推進する必要があります。 

 

ウ　保健、医療、福祉、消防関係職員等 

特に、保健、医療、福祉、消防関係職員等は、市民の生命や健康を守る

という大変重要な役割を担っています。常に人権尊重の視点に立ち、相手

の立場に配慮して職務が遂行できるよう、人権意識の高揚に努める必要が

あります。

　人権教育の推進にあたっては、すべての人々を対象に取組を進める必要

がありますが、とりわけ本市において人権に関わりの深い特定の職業従事

者に対して、人権教育に関する取組を積極的に進めていくことが求められ

ています。 

 

ア　市職員 

市職員は、公務員として自覚と使命感を持つとともに、人権の保障が行

政の根幹であることを認識し、常に人権尊重の視点に立って、それぞれの

職務の遂行に努めることが強く求められています。市職員が人権問題に対

する正しい理解と認識を深め、一人一人が確かな人権感覚を身に付けて、

それぞれの職務において適切な対応が行えるよう、人権研修を行い人権感

覚の高揚を図ります。 

また、自己啓発が自主的に行われるよう環境の整備を図ります。 

 

イ　教職員等 

教職員等は、子どもたちの重要な人格形成期に、教育活動を通して大き

な影響を与える職業です。指導者である教職員等自らが人権問題や差別に

対する認識を深め人権意識の高揚を図るとともに、指導力を向上させ、人

権教育を推進する必要があります。 

 

ウ　保健、医療、福祉、消防関係職員等 

特に、保健、医療、福祉、消防関係職員等は、市民の生命や健康を守る

という大変重要な役割を担っています。常に人権尊重の視点に立ち、相手

の立場に配慮して職務が遂行できるよう、人権意識の高揚に努める必要が

あります。

学校教育課

 現計画 改定案 関係課

 1965（昭和 40）年の「同和対策審議会答申」では、「同和問題は人

類普遍の原理である人間の自由と平等に関する問題であり、日本国憲法

によって保障された基本的人権に関わる課題である。その早急な解決こ

そ国の責務であり、同時に国民的課題である。」と基本的認識が示されて

います。その後、「同和対策事業特別措置法」1969（昭和 44）年、「地

域改善対策特別措置法」1982（昭和 57）年、「地域改善対策特定事業

に係る国の財政上の特別措置に関する法律」1987（昭和 62）年に基

1965（昭和 40）年の「同和対策審議会答申」では、「同和問題は人

類普遍の原理である人間の自由と平等に関する問題であり、日本国憲法

によって保障された基本的人権に関わる課題である。その早急な解決こ

そ国の責務であり、同時に国民的課題である。」と基本的認識が示されて

います。その後、1969（昭和 44）年「同和対策事業特別措置法」、1982

（昭和 57）年「地域改善対策特別措置法」、1987（昭和 62）年「地

域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」に基づ

人 権 セ ン タ

ー
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 づき、2002（平成 14）年 3 月末に廃止されるまで 33 年間にわたっ

て同和問題解決に向けた様々な取組が実施されてきました。 

また、1996（平成 8）年の「地域改善対策協議会意見具申」におい

ても、「特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和問題の早期

解決をめざす取組の放棄を意味するものではないことは言うまでもな

い。一般対策移行後は、従来にも増して、行政が基本的人権の尊重とい

う目標をしっかりと見据え、一部に立ち遅れのあることも視野に入れな

がら、地域の状況や事業の必要性の的確な把握に努め、真摯に施策を実

施していく主体的な姿勢が求められる。」と今後の施策の方向性が示さ

れています。 

そして 2016（平成 28）年には「部落差別解消推進法」が施行され、

今なお、部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴ってＳＮＳ（ソ

ーシャルネットワークサービス）上での差別を助長する内容の書き込み

の増加や、インターネット上における部落差別事象が後を絶たないな

ど、部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、国や地方

公共団体において相談体制の充実を図ること、教育・啓発を行うこと、

部落差別の実態に係る調査を実施することなどが定められました。 

本市において、1997（平成 9）年に設置した人権センターは、隣保

館※3 として位置づけ、部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくすた

め、生活上の各種相談事業の実施、研修会や講演会の開催、地域住民と

の交流などの取組を行い、同和問題の解決に向けて大きな役割を果たし

てきました。 

そして、2002（平成 14）年には、益田市人権・同和問題基本計画

を策定し、市民一人一人の人権が尊重される社会の実現をめざして、同

和問題の解決、人権意識の高揚に努めてきたところです。 

こうした取組により、生活環境の改善など物的な基盤整備が行われ着

実に成果をあげ、様々な面で存在していた格差は大きく改善されました

が、その一方で、教育、就労、経済が複雑に絡み合うことでいまだに格

差が生じている分野も見られ、依然として根深く存在している差別意識

の解消、人権侵害による被害の救済等の対応、なお存在している格差の

是正など、今日解決すべき課題が残されています。

き、2002（平成 14）年 3 月末に廃止されるまで 33 年間にわたって

同和問題解決に向けた様々な取組が実施されてきました。 

また、1996（平成 8）年の「地域改善対策協議会意見具申」におい

ても、「特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和問題の早期

解決をめざす取組の放棄を意味するものではないことは言うまでもな

い。一般対策移行後は、従来にも増して、行政が基本的人権の尊重とい

う目標をしっかりと見据え、一部に立ち遅れのあることも視野に入れな

がら、地域の状況や事業の必要性の的確な把握に努め、真摯に施策を実

施していく主体的な姿勢が求められる。」と今後の施策の方向性が示さ

れています。 

そして 2016（平成 28）年には「部落差別解消推進法」が施行され、

今なお、部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴ってＳＮＳ上

での差別を助長する内容の書き込みの増加や、インターネット上におけ

る部落差別事象が後を絶たないなど、部落差別に関する状況の変化が生

じていることを踏まえ、国や地方公共団体において相談体制の充実を図

ること、教育・啓発を行うこと、部落差別の実態に係る調査を実施する

ことなどが定められました 

本市において、1997（平成 9）年に設置した人権センターは、隣保

館※3 として位置づけ、部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくすた

め、生活上の各種相談事業の実施、研修会や講演会の開催、地域住民と

の交流などの取組を行い、同和問題の解決に向けて大きな役割を果たし

てきました。 

そして、2002（平成 14）年には、益田市人権・同和問題基本計画

を策定し、市民一人一人の人権が尊重される社会の実現をめざして、同

和問題の解決、人権意識の高揚に努めてきたところです。 

こうした取組により、生活環境の改善など物的な基盤整備が行われ着

実に成果をあげ、様々な面で存在していた格差は大きく改善されました

が、その一方で、教育、就労、経済が複雑に絡み合うことでいまだに格

差が生じている分野も見られ、依然として根深く存在している差別意識

の解消、人権侵害による被害の救済等の対応、なお存在している格差の

是正など、今日解決すべき課題が残されています。 

このほかにも、採用選考時における差別的な事象や、同和問題の解決

を妨げる「えせ同和行為｣もいまだに発生しています。

 今回調査によると、「同和問題について初めて知ったのは、どのような

きっかけでしたか」の問いに対しては、「学校の授業で教わった」が

今回調査によると、「同和問題について初めて知ったのはどのような

きっかけでしたか」の問いに対しては、「学校の授業で教わった」が

人 権 セ ン タ

ー
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 39.4％で最も多く、学校で正しい知識を学び正しく理解することが重

要であることがわかります。しかし一方では「同和問題を知らない」と

いう回答が 5.7％あり、特に 20 代では 21.9％と非常に高く、学校で

は単に知識を教え込むのではなく、教育活動において児童生徒が同和問

題を自分のこととして考えられるような創意工夫が求められるなど、一

人一人が正しく同和問題を理解し、どう行動できるかが課題となってい

ます。 

次に、「結婚相手を決めるときに、家柄を気にすること」について、「間

違っていると思う」と回答した人が 67.5％、「結婚相手を決めるとき

に、相手方の身元調査をすること」について、「間違っていると思う」と

回答した人が 65.6％と非常に高く、学校や地域社会等で取り組んでき

た教育・啓発の成果が見られます。 

 

 

 

 

また、同和問題の解決に対する考え方について、「基本的人権に関わる

問題だから、自分も市民の一人としてこの問題の解決に努力すべきだと

思う」と回答した人が 45.3％と、同和問題について関心を持つ人が多

いことがわかります。しかしながら、「よく考えていない」「無回答」の

割合も 35.6％あり、同和問題を他人事と考える人や無関心な人も少な

くないことがわかります。 

そして、「同和問題を解決するためには、どうしたらよいと思います

か」の問いに対しては、「差別をなくし人権を大切にする教育や啓発を積

極的に進める」という回答が 51.5％と最も多かった反面、「わからな

い」が 17.3％、「同和問題のことなど口に出さないでそっとしておけば

そのうち差別は自然になくなる」といった回答も 16.1％あり、学校や

地域社会で学んだことが同和問題解決への自己課題化と行動化につな

がっていないことも明らかになりました。

38.9％で最も多く、学校で正しい知識を学び正しく理解することが重

要であることがわかります。しかし一方では「同和問題のことは知らな

い」という回答が 10.1％あり、特に 18 歳～20 代の若い世代で、知ら

ない人が多いことから、同和問題に関する基本的な知識や、なぜ今も学

ぶ必要があるのかを、あらためて分かりやすく伝えていくことが課題と

なっています。 

 

次に、「結婚相手を決めるときに、家柄を気にすること」について、「間

違っていると思う」と回答した人 68.1％、「結婚相手を決めるときに、

相手方の身元調査をすること」について、「間違っていると思う」と回答

した人が 66.1％と非常に高く、学校や地域社会等で取り組んできた教

育・啓発の成果が見られます。 

次に、「同和問題について、現在、どのような人権上の問題が起きてい

ると思いますか」の問いに対しては、「わからない」と回答した人が

39.1％と約 4 割に達し、同和問題自体が見えにくくなっているか、関

心が薄れている可能性があることがわかります。 

また、同和問題の解決に対する考え方について、「基本的人権に関わる

問題だから、自分も市民の一人として、この問題の解決に努力すべきだ

と思う」と回答した人が 35.5％と、同和問題について関心を持つ人が

多いことがわかります。しかしながら、「よく考えていない」、「無回答」

の割合も 35.5％あり、同和問題への無関心や自分事として捉える意識

が薄れてきていることがわかります。 

そして、「同和問題を解決するためには、どうしたらよいと思います

か」の問いに対しては、「差別をなくし人権を大切にする教育や啓発を積

極的に進める」という回答が 50.8％と最も多く、次いで「同和問題に

関する人権相談窓口を充実させる」という回答が 20.5％と、人権相談

窓口の充実に期待があることがわかりました。その一方で「わからない」

が 18.4％、「同和問題のことなど口に出さないでそっとしておけばその

うち差別は自然になくなる」といった回答も 14.5％あり、依然として

学校や地域社会で学んだことが同和問題解決への自己課題化と行動化

につながっていないことも課題となっています。

 こうしたことから、同和問題の解決に向かって主体的な取組を進める

ため、部落差別の歴史を学び直すとともに、これまでの教育・啓発活動

の中で積み上げられてきた成果を踏まえ、同和問題に対する正しい理解

と認識を深め、差別を許さない社会をめざし、その一歩を踏み出すこと

こうしたことから、同和問題の解決に向かって主体的な取組を進める

ため、部落差別の歴史を学び直すとともに、これまでの教育・啓発活動

の中で積み上げられてきた成果を踏まえ、同和問題に対する正しい理解

と認識を深め、差別を許さない社会をめざし、その一歩を踏み出すこと

人 権 セ ン タ
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施策の方向性と取組（P13～14） 

 が大切です。学校や地域そして行政が一体となって、一人一人の人権が

尊重される社会の実現をめざした取組を進める必要があります。

が大切です。学校や地域そして行政が一体となって、一人一人の人権が

尊重される社会の実現をめざした取組を進める必要があります。

 現計画 改定案 関係課

 部落差別の解消を推進し、部落差別のない社会を実現する

ために制定された「部落差別解消推進法」の施行を受け、部落

差別に関する相談体制を引き続き充実させるとともに、地域

の実情や事業の必要性に応じ、これまでの施策の成果を活か

しながら一般対策を有効かつ適切に活用し推進していきま

す。

部落差別の解消を推進し、部落差別のない社会を実現する

ために制定された「部落差別解消推進法」の施行を受け、部

落差別に関する相談体制を引き続き充実させるとともに、地

域の実情や事業の必要性に応じ、これまでの施策の成果を活

かしながら一般対策を有効かつ適切に活用し推進していきま

す。

人権センター

 ア 学 校 教 育 の

取組

①すべての学校等において、人権・同和教育を基底に据えた教

育活動を推進するとともに、進路保障の取組を推進します。 

②各種研修会への参加や校内での研修によって教職員等の人

権意識を高めるとともに、同和問題に対する正しい理解と

認識を深め、差別をなくす実践力を培います。

①すべての学校等において、人権・同和教育を基底に据えた

教育活動を推進するとともに、進路保障の取組を推進しま

す。 

②各種研修会への参加や校内での研修によって教職員等の人

権意識を高めるとともに、同和問題に対する正しい理解と

認識を深め、差別をなくす実践力を培います。

学校教育課

 イ　社 会 教 育 の

取組

①各公民館単位で設置している地区人権・同和教育推進協議

会において、差別のない明るく住みよい平和な地域の実現

をめざし、人権・同和問題研修を積極的に実施し、地域住民

の人権意識の向上に努めます。

①各公民館単位で設置している地区人権・同和教育推進協議

会において、差別のない明るく住みよい平和な地域の実現

をめざし、人権・同和問題研修を積極的に実施し、地域住

民の人権意識の向上に努めます。

人権センター

 ウ 啓発・広報活

動の推進

①人権センターを核とし、社会教育団体、教育・研究団体、企

業、ＮＰＯ法人等、地域の人権団体と連携し、各種講演会、

イベント等の企画、啓発・広報活動に努めます。

①人権センターを核とし、社会教育団体、教育・研究団体、企

業、ＮＰＯ法人等、地域の人権団体と連携し、各種講演会、

イベント等の企画、啓発・広報活動に努めます。

人権センター

 エ 人 権 セ ン タ

ー 事 業 の 充

実

①人権センターにおいて、安心して相談ができる場として、地

域住民のニーズを把握し、その生活課題に応じて、各種相談

事業、人権問題の解決のための啓発事業、交流促進事業を総

合的に実施します。 

②「部落差別解消推進法」の趣旨を踏まえ、相談体制の充実を

図るための職員研修や関係機関との連携をさらに進めてい

きます。

①人権センターにおいて、安心して相談ができる場として、

地域住民のニーズを把握し、その生活課題に応じて、各種

相談事業、人権問題の解決のための啓発事業、交流促進事

業を総合的に実施します。 

②「部落差別解消推進法」の趣旨を踏まえ、相談体制の充実

を図るための職員研修や関係機関との連携をさらに進めて

いきます。

人権センター
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（２）女性 

現状と課題（P15） 

 オ 「 え せ 同 和

行為」の排除

①同和問題解決の阻害要因となっている「えせ同和行為」を

排除するため、関係機関と連携し啓発に努めるとともに、

対応について協議しながら、毅然とした対応ができるよう、

その取組を進めます。

 現計画 改定案 関係課

 あらゆる暴力は、個人の尊厳を傷つけ、自立や自由な活動を妨げる重大

な人権侵害です。近年、夫等からの暴力を主訴とする相談は増加傾向にあ

り、女性への暴力は大きな人権問題と言えます。暴力の根絶のために、未

然防止や若年期からの予防を啓発し、被害者の保護、支援に取り組む必要

があります。 

市民の安心・安全な暮らしを実現するためには、性犯罪をはじめとし、

ＤＶ、デートＤＶ、マタニティ・ハラスメント、セクシュアル・ハラスメ

ントなどの人権侵害を生み出さない、許さない取組が必要です。さらに、

ＤＶ被害を深刻化させないためには、相談につながる行動がとれるように

相談窓口や支援内容の周知が重要です。 

引き続き、未然防止教育や意識啓発、相談機関の周知徹底、被害者支援

など、関係機関と連携を図りながら人権侵害や暴力根絶に向けた取組を進

める必要があります。

　国においては、1999（平成 11）年 6 月に「男女共同参画社会基本

法」を制定し、男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、

性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる社会の実現を

めざしています。 

　また、2024（令和 6）年 4 月に「困難な問題を抱える女性への支援

に関する法律（困難女性支援法）」が施行され、生活困窮、性暴力・性

犯罪被害、家庭関係の破綻などの困難な問題を抱える女性への支援の強

化が求められています。 

しかしながら、性犯罪・性暴力、DV、ストーカー行為、職場におけ

るセクシュアル・ハラスメントなどによる女性の人権侵害は、依然

として深刻な状況にあるほか、人身取引（性的サービスや労働の強

要等）の問題も存在しています。家庭や地域においては、固定的な

性別役割分担意識、無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）

や男女の地位の不平等感が根強く残っています。

○人権センター 
子ども家庭支援

課

 今回調査によると、「女性の人権について特にどのようなことが問題だ

と思いますか」 の問いに対しては、「男は仕事、女は家庭などの男女の固

定的な役割分担意識があること」の回答が 48.0％と最も多く、また、「セ

クハラ、マタハラ」が 43.8％、「職場において採用、昇進、賃金等、男女

の待遇に差があること」が 36.9％という順となっています。「ドメステ

ィック・バイオレンス」が問題との回答は 30.7％、「女性に対する犯罪

や暴力に対する支援・相談体制が十分でないこと」を問題にする人は

23.8％でした。

今回調査によると、女性の人権について問題だと思うこととして、

「セクシュアル・ハラスメント、マタニティ・ハラスメント」と「「男

は仕事、女は家庭」などの男女の固定的な役割分担意識があること」

が 46.4％と最も高く、次いで「職場において採用、昇進、賃金等、

男女の待遇に差があること」が 37.6％、「ドメスティック・バイオ

レンス」が 26.2％、「女性に対する犯罪や暴力に関する支援・相談

体制が十分でないこと」が 23.3％となっています。

○人権センター 
子ども家庭支援

課

 暴力やハラスメントについて、生み出さない、許さないための意識啓発

に合わせて、安心して相談できるための相談員の資質の向上を図り、相談

体制の充実、相談機関の周知が必要と言えます。 

また、依然として性別による固定的な役割分担意識が根強く残っている

ことから、すべての人が性別に関わりなく個人として尊重され、自らの意

暴力やハラスメントについて、生み出さない、許さないための意

識啓発に合わせて、安心して相談できるための相談員の資質の向上

を図り、相談体制の充実、相談機関の周知が重要です。 

また、依然として性別による固定的な役割分担意識が根強く残っ

ていることから、すべての人が性別に関わりなく個人として尊重さ

○人権センター 
子ども家庭支援

課
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施策の方向性と取組（P15～16） 

 思に基づき、個性と能力を十分に発揮できるよう、家庭、学校、地域、職

場で男女共同参画社会の実現にむけた意識・環境づくりに取り組む必要が

あります。

れ、自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できるよう、家

庭、学校、地域、職場で男女共同参画社会の実現に向けた意識・環境

づくりに取り組む必要があります。

 現計画 改定案 関係課

 本市では、2014（平成 26）年 4 月に施行した「益田市男

女共同参画推進条例」及び 2021（令和 3）年 3 月に策定し

た「第 4 次益田市男女共同参画計画」等に基づき、男女共同

参画社会のまちづくり実現のため、総合的、計画的に推進して

いきます。

本市では、2014（平成 26）年 4 月に施行した「益田

市男女共同参画推進条例」及び 2026（令和８）年 3 月に

策定した「第５次益田市男女共同参画計画」等に基づき、

男女共同参画社会のまちづくり実現のため、総合的、計画

的に推進していきます。

○人権センター 
子ども家庭支援

課

 ア 人 権 尊 重 の

意識づくり

①性別に関わりなく、個人としての人権をお互いに尊重する

意識を高めるため、研修会をはじめ啓発に取り組みます。 

②男女平等をはじめ、性別に関わりなく、個性と能力が発揮で

きるよう、差別しない、差別を許さない教育を進めます。 

③性別による固定的な役割分担意識の見直しなど、男女共同

参画に関する理解を深めるための取組を行います。

①性別に関わりなく、個人としての人権をお互いに尊重する

意識を高めるため、研修会をはじめ啓発に取り組みます。 

②男女平等をはじめ、性別に関わりなく、個性と能力が発揮

できるよう、差別しない、差別を許さない教育を進めます。 

③性別による固定的な役割分担意識の解消など、男女共同参

画に関する理解を深めるための取組を行います。

人権センター

 イ 配 偶 者 等 か

ら の あ ら ゆ

る 暴 力 根 絶

の取組

①暴力は、重大な人権侵害であり個人の尊厳を傷つけ、自立や

自由を妨げることを認識し、理解を深めるために研修会を

はじめ啓発に取り組みます。 

 

②若年層からのデートＤＶ防止等の「暴力を生み出さない、許

さない」ための未然防止教育を進めます。 

 

③ＤＶ被害を深刻化させないためにも、相談しやすい体制づ

くりと周知に努め、相談者への適切な支援を実施するとと

もに、庁内外関係機関との連携強化を図ります。

①DV は、個人の尊厳を傷つけ、自立や自由を妨げる重大な

人権侵害であることへの理解を深めるため、講演会や街頭

啓発など様々な機会を通じて意識啓発に取り組みます。 

 

 

 

 

②ＤＶ被害を深刻化させないためにも、相談しやすい体制づ

くりと相談窓口の周知に努め、相談者への適切な支援を行

うとともに、庁内外関係機関との連携強化を図ります。

子ども家庭支援

課

 ウ　困 難 な 問 題

を 抱 え る 女

性への支援

①困難な問題を抱える女性にとって最も身近な相談先とし

て、相談窓口の周知を図ります。 

②複合的な困難を抱える女性が適切な支援を受けられるよ

う、関係機関との情報共有や連携に努めます。

子ども家庭支援

課

 エ　働 き や す い

職場づくり

①事業者に対し、職場における男女の機会均等と待遇の確保、

育児・介護休業制度等について適切な措置が取られるよう

関係機関と連携して情報提供を図り、就労条件の向上を促

します。 

①事業者に対し、職場における男女の機会均等と待遇の確

保、育児・介護休業制度等について適切な措置が取られる

よう関係機関と連携して情報提供を図り、就労条件の向上

を促します。 

○人権センター

産業支援センタ

ー
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（３）子ども 

現状と課題（P17） 

 ②セクハラやマタハラの防止など働きやすい職場環境の整備

を推進します。 

③仕事と家庭・自分自身のための時間との調和が保たれ、多様

な働き方が選択できるように、ワーク・ライフ・バランスの

実現に向けた取組を推進します。

②セクハラやマタハラの防止など働きやすい職場環境の整

備を推進します。 

③仕事と家庭・自分自身のための時間との調和が保たれ、多

様な働き方が選択できるように、ワーク・ライフ・バラン

スの実現に向けた取組を推進します。

 現計画 改定案 関係課

 いじめや体罰、児童虐待、不登校への無理解など子どもの人権が侵害さ

れる事件が後を絶たず、それらが要因となって引きこもりや不登校の長期

化などの問題が深刻化しています。 

そして、子どもたちがスマートフォンやタブレット端末を用いることが

当たり前となる中で、ＳＮＳで誹謗中傷を受けたり、誤って個人情報を流

出したりするなどの人権侵害が発生しています。 

また、2018（平成 30 年）の「国民生活基礎調査」によると、子ども

の貧困率は 13.5％であり、約 7 人に 1 人が貧困状態であると言われて

おり、子どもの貧困対策は深刻な課題となっています。この中には、本来

大人担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている

18 歳未満の子どももおり、その中には年齢や成長の度合いに見合わない

重い責任や負担を負うことで、本人の育ちや教育に影響を受けている子ど

もがいるということが問題視されています。

1989（平成元）年、国連で「子どもの権利条約」が採択され、日

本も 1994（平成 6）年に批准しました。この条約では、子どもを権

利の主体として尊重するとともに、子どもの「生きる権利」「守られ

る権利」「育つ権利」「参加する権利」の４つの権利を総合的に保障し

ています。 

国においては、2000（平成 12）年 11 月に「児童虐待防止法」、

2013（平成 25）年 9 月には「いじめ防止対策推進法」が施行され

るなど、子どもの人権や権利を守るための法整備が進められてきまし

た。さらに、2023（令和 5）年 4 月には「こども家庭庁」が設置さ

れ、こども施策を社会全体で総合的に推進していくための包括的な基

本法として、「こども基本法」が施行されました。 

しかしながら、いじめ、体罰や不適切指導、児童虐待、ヤングケア

ラー、不登校への無理解など、子どもの人権が侵害される事案は依然

として発生しており、ひきこもりや不登校の長期化などの問題も深刻

な課題となっています。 

そして、子どもたちがスマートフォンやタブレット端末を用いるこ

とが当たり前となる中で、ＳＮＳで誹謗中傷を受けたり、誤って個人

情報を流出したりするなどの人権侵害が発生しています。 

また、2022（令和 4）年の「国民生活基礎調査」によると、子ど

もの相対的貧困率は 11.5％であり、約 9 人に 1 人が貧困状態であ

ると言われており、子どもの貧困対策は深刻な課題となっています。

○子ども家庭支

援課 
学校教育課 
子ども福祉課 

 今回調査によると、子どもの人権で特に問題だと思うことがらは、「仲

間はずれや無視、暴力やインターネットによるいやがらせなどいじめをす

ること」が 69.8％、「親などが子どもに暴力を加えたり、育児放棄など虐

待すること」が 61.1％、「いじめ、体罰や虐待を見て見ぬふりをするこ

と」が 44.6％という回答が多く、ＳＮＳでのいじめや大人から子どもへ

今回調査によると、子どもの人権で特に問題だと思うことがらは、

「仲間はずれや無視、暴力やインターネットによるいやがらせなどい

じめをすること」が 74.6％、「いじめ、体罰や虐待を見て見ぬふりを

すること」が 47.4％という回答が多く、ＳＮＳでのいじめや大人か

ら子どもへの体罰、虐待への問題意識が高いことがわかります。

○子ども家庭支

援課 
学校教育課 
子ども福祉課 
人権センター
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施策の方向性と取組（P17～18） 

 の体罰、虐待への問題意識が高いことがわかります。
 子どもの人権を守っていくために、未然防止及び早期発見に努めるとと

もに、関係機関が連携を密にし、子どもたちの人権が大切にされる環境づ

くりを進める必要があります。 

 

また、学校では「自分の大切さとともに他の人の大切さを認めること」

を理念として人権教育の推進及び、家庭・保護者・地域等への啓発を行い、

人権意識を高めていく必要があります。

子どもの人権を守っていくために、いじめや体罰、児童虐待などの

未然防止及び早期発見に努めるとともに、関係機関が連携を密にし、

子どもたちの人権が大切にされる環境づくりを進める必要がありま

す。 

また、学校では「自分の大切さとともに他の人の大切さを認めるこ

と」を理念として人権教育の推進及び、家庭、保護者、地域等への啓

発を行い、人権意識を高めていく必要があります。

○子ども家庭支

援課 
学校教育課 
子ども福祉課

 現計画 改定案 関係課
 本市では、2017（平成 29）年 3 月に策定した「益田市い

じめ防止基本方針」や 2020（令和 2）年 3 月に策定した「第

2 期益田市子ども・子育て支援事業計画」等に基づき、「益田

市いじめ問題対策連絡協議会」、「益田市情報リテラシー推進

協議会」等関係機関と連携しながら地域の子ども・子育て支援

を総合的に推進していきます。

本市では、2017（平成 29）年 3 月に策定した「益田市

いじめ防止基本方針」、2025（令和 7）年 3 月に策定した

「益田市こども計画」及び 2026（令和 8）年 2 月に策定

した「第 2 次益田市教育ビジョン」等に基づき、「益田市い

じめ問題対策連絡協議会」、「益田市情報リテラシー推進協議

会」等関係機関と連携しながら地域の子ども・子育て支援を

総合的に推進していきます。

○子ども家庭支

援課 
学校教育課 
子ども福祉課 
総合支援課

 ア 社 会 み ん な

で 子 育 て の

よ ろ こ び を

分 か ち 合 う

取組

①家庭、地域、学校等それぞれが役割を果たしながら連携・協

力し、子どもたちの発達段階に応じた健やかな成長を支え

られるよう保健、医療及び教育体制の構築を図ります。 

②地域全体で包括的に子育てに取り組む環境や意識が確立す

るよう周知を図り、地域の中で安心して仕事と子育てを両

立するための支援を行います。さらに、子育て世帯が育児に

専念できるように、企業等に育児休業をはじめとした制度

創設やその制度が利用しやすい環境づくりなどの啓発活動

を推進します。

①子どもの健やかな成長を保障するために家庭、地域、福祉、

教育などの関係機関と連携・協力しながら子どもの発達段

階に応じた相談・支援体制の充実を進めます。 

②地域全体で包括的に子育てに取り組む環境や意識が確立

するよう周知を図り、地域の中で安心して仕事と子育てを

両立するための支援を行います。さらに、子育て世帯が育

児に専念できるように、企業等に育児休業をはじめとした

制度創設やその制度が利用しやすい環境づくりなどの啓

発活動を推進します。 

③子どもたちが安心して過ごせるよう、それぞれのニーズや

状況に応じた居場所づくりを推進します。

○子ども家庭支

援課 
子ども福祉課 
産業支援センタ

ー

 イ 子 ど も の 権

利 条 約 な ど

の 理 解 推 進

に 向 け た 取

組

①保護者、地域住民、教職員等に「子どもの権利条約」などの

内容が広く理解されるように教育・啓発を進めます。 

②「子どもの権利条約」などについて、実生活の具体的な場面

を取り上げて児童生徒の人権について考えさせるなど、児

童生徒自らが人権意識を高められるような実践を行いま

す。

①「子どもの権利条約」などについて、実生活の具体的な場

面を取り上げて児童生徒の人権について考えさせるなど、

児童生徒自らが人権意識を高められるような実践を行い

ます。 

②保護者、地域住民、教職員等に「子どもの権利条約」など

の内容が広く理解されるように教育・啓発を進めます。 

○子ども家庭支

援課 
子ども福祉課 
学校教育課
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 ③ヤングケアラーについて、子どもの権利に関わる課題であ

ることへの理解促進に取り組むとともに、関係機関と連携

し、早期発見に努め適切な支援につなげます。

 ウ　体罰・虐待の

根 絶 に 向 け

た取組 

①体罰や虐待は絶対に許されない重大な人権侵害であること

を子育て中の方、その周囲の方、教育・保育現場をはじめと

した子どもの生活の場で子育て支援に携わる方が認識し、

人権意識を高めることにより、日頃から子どもとの信頼関

係の構築に取り組みます。 

②要保護児童対策地域協議会を中心に保健、医療、福祉、教育

などの関係機関との連携を図り、虐待を受けている子ども

をはじめとする要保護児童や要支援家庭の早期発見と適切

な支援を行います。 

③虐待防止に関する幅広い啓発を行うことによって、地域や

関係機関が一体となり、虐待防止に取り組む環境づくりを

進めます。

①体罰や虐待は絶対に許されない重大な人権侵害であるこ

とを子育て中の方、その周囲の方、教育・保育現場をはじ

めとした子どもの生活の場で子育て支援に携わる方が認

識し、人権意識を高めることにより、日頃から子どもとの

信頼関係の構築に取り組みます。 

②要保護児童対策地域協議会の支援ネットワークを活用し、

保健、医療、教育などの関係機関との連携を図り、虐待の

早期発見と適切な支援を行います。 

 

③虐待防止に関する幅広い啓発を行うことによって、地域や

関係機関が一体となり、虐待防止に取り組む環境づくりを

進めます。

○子ども家庭支

援課 
学校教育課

 エ い じ め の 未

然防止・早期

発 見 に 向 け

た取組

①益田市いじめ防止基本方針を定め、学校と連携を図り、いじ

めの未然防止、早期発見及び早期対処に取り組んでいきま

す。

①「益田市いじめ防止基本方針」に基づき、学校と連携を図

り、いじめの未然防止、早期発見及び早期対処に取り組ん

でいきます。 

②いじめ事案の解決に向けては、スクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカー等と連携し、学校いじめ対策組

織を中心に、組織的、継続的な対応に努めていきます。 
③「益田市いじめ防止基本方針」を、学校のみならず、子ど

もに係る教育機関や保育施設、放課後児童クラブ、スポー

ツ少年団等へ広く周知します。

学校教育課

 オ 子 ど も の 貧

困 に 対 す る

支援

①すべての子どもが家庭環境や経済状況に影響されず、教育

の機会を得るために、学習環境の支援や子どもの学ぶ意識

の向上を図り、教育の機会均等を確保します。 

②生活が困難な子どもやその家族が社会的に孤立に陥ること

がないよう支援の充実を図ります。 

③生活の安定と向上に資するよう、所得の増加や、仕事と両立

して安心して子どもを育てられる環境づくりを進めます。

①すべての子どもが家庭環境や経済状況に影響されず、教育

の機会を得るために、学習環境の支援や子どもの学ぶ意識

の向上を図り、教育の機会均等を確保します。 

②生活が困難な子どもやその家族が社会的に孤立に陥るこ

とがないよう支援の充実を図ります。 

③生活の安定と向上に資するよう、所得の増加や、仕事と両

立して安心して子どもを育てられる環境づくりを進めま

す。

○子ども福祉課 
学校教育課 
総合支援課

 カ 情 報 モ ラ ル

教育の推進

①児童生徒に対し、情報化社会で安全に生活するための知識

や情報セキュリティに関する知識・技能を身に付けさせる

とともに、情報化社会における正しい判断や望ましい態度

①児童生徒に対し、情報化社会で安全に生活するための知識

や情報セキュリティに関する知識・技能を身に付けさせる

とともに、情報化社会における正しい判断や望ましい態度

学校教育課
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（４）高齢者 

　　　現状と課題（P19） 

 

 の育成に努めます。 

②児童生徒が発達の段階に即した情報モラルを身に付けるた

めの授業や教育活動を推進します。

の育成に努めます。 

②児童生徒が発達の段階に即した情報モラルを身に付ける

ための授業や教育活動を推進します。

 現計画 改定案 関係課

 本市において、2021（令和 3）年 3 月末現在の高齢化率は 38.4％、

3 人に 1 人以上が高齢者で、中山間地域においては高齢化率が 60％を超

えている地域もあり、国を大きく上回って少子・高齢化が進んでいます。

一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯の増加、認知症高齢者の増加な

ど、高齢者に関する地域課題の解決を図るための体制づくりが引き続き必

要となってきます。

国においては、2006（平成 18 年）年 4 月に「高齢者虐待防止法」

が施行され、虐待の未然防止や保護、養護者への適切な支援を国及び地

方公共団体の責務として推進しています。 

また、誰もが安心して暮らせる社会をめざし、2024（令和 6）年 1

月には「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が施行されま

した。認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができる

よう、認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮

し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社

会の実現をめざすことが明確に定められました。 

本市では、2025（令和 7）年 9 月末現在の高齢化率は 39.9％、

3 人に 1 人以上が高齢者で、中山間地域においては高齢化率が 60％

を超えている地域もあり、国を大きく上回って少子・高齢化が進んで

います。一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯の増加、認知症の人

の増加など、高齢者に関する地域課題の解決を図るための体制づくり

が引き続き必要となってきます。

高齢者福祉課

 今回調査によると、「高齢者の人権について、特にどのようなことが問

題だと思いますか」の問いに対しては、「悪徳商法や詐欺などによる被害

が多いこと」が 45.8％、「在宅で生活する場合の支援体制が十分でない

こと」が 39.4％、「働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと」が

33.7％、「家庭や地域での役割がなく孤立すること」が 33.2％などの回

答が多くを占めました。

今回調査によると、「高齢者の人権について、特にどのようなこと

が問題だと思いますか」の問いに対しては、「悪徳商法や詐欺などに

よる被害が多いこと」が 50.0％、「在宅で生活する場合の支援体制が

十分でないこと」が 42.2％、「働ける場所や能力を発揮する機会が少

ないこと」が 32.1％、「病院や福祉施設において対応が不十分であっ

たり、虐待を受けること」が 28.0％などの回答が多くを占めました。

○高齢者福祉課 
人権センター

 近年、高齢者を狙った特殊詐欺被害の増加や高齢者への身体的・心理的

虐待、認知症高齢者に対する偏見など、高齢者の人権に関する深刻な問題

が山積しています。 

高齢者が社会の一員として、役割、生きがいを持ちながら、積極的に社

会参加できるよう環境整備を図るとともに、高齢者がいつまでも自分らし

く、安心して暮らし続けていくために、みんなで共に支え合う環境づくり

が必要となっています。

近年、高齢者を狙った特殊詐欺被害の増加や高齢者への身体的・心

理的虐待、認知症の人に対する偏見など、高齢者の人権に関する深刻

な問題が山積しています。 

高齢者が社会の一員として、役割、生きがいを持ちながら、積極的

に社会参加できるよう環境整備を図るとともに、高齢者がいつまでも

自分らしく、安心して暮らし続けていくために、みんなで共に支え合

う環境づくりが必要となっています。

高齢者福祉課
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施策の方向性と取組（P19～20） 

 現計画 改定案 関係課

 2021（令和 3）年 3 月に策定した「第 8 期えっとまめな

プラン（益田市老人福祉計画・益田市介護保険事業計画）」を

踏まえ、地域に暮らす高齢者が、住み慣れた地域で安心して、

生きがいを持って暮らせるまちづくりをめざした取組を行っ

ていきます。 

地域包括支援センターなどの相談窓口を中心に、高齢者の

住まい・介護予防・生活支援・医療と介護の連携体制の充実を

図ります。 

また、高齢者虐待の防止や成年後見制度の利用促進など、高

齢者を権利侵害から守る取組も行っていきます。

2024（令和 6）年 3 月に策定した「第 9 期えっとまめ

なプラン（益田市高齢者福祉計画・益田市介護保険事業計

画）」を踏まえ、地域に暮らす高齢者が、住み慣れた地域で安

心して、生きがいを持って暮らせるまちづくりをめざした取

組を行っていきます。 

地域包括ケアシステムの更なる推進に向け、地域包括支援

センターなどの相談窓口を中心に、高齢者の住まい・介護予

防・生活支援そして医療と介護が一体となった連携体制の充

実を図ります。 

また、高齢者虐待の防止や成年後見制度の適切な利用及び

促進など、高齢者を権利侵害から守る取組も行っていきま

す。

高齢者福祉課

 ア 安 否 確 認 の

体制整備 

①日常生活において不安があり、常に見守りを必要とする高

齢者がいる世帯に、緊急通報装置を貸与し、利用者からの相

談や緊急通報等に対応していきます。 

②それぞれの高齢者に適した安否確認の方法を地域の方や関

係機関と共に、検討していきます。

①日常生活において不安があり、常に見守りを必要とする高

齢者がいる世帯に、緊急通報装置を貸与し、利用者からの

相談や緊急通報等に対応していきます。 

②それぞれの高齢者に適した安否確認の方法を地域の方や

関係機関と共に、検討していきます。

高齢者福祉課

 イ 相 談 体 制 の

充実

①地域包括支援センターの機能評価を行い、適切な相談対応

ができるよう専門性の向上のための研修や勉強会の開催を

行います。 

②民生委員児童委員をはじめ関係機関と連携を図りながら、

必要な人に適切に支援ができるようネットワーク充実に向

けた取組を行います。

①地域包括支援センターの機能評価を行い、適切な相談対応

ができるよう専門性の向上のための研修や勉強会の開催

を行います。 

②民生委員児童委員をはじめ関係機関と連携を図りながら、

必要な人に適切に支援ができるようネットワーク充実に

向けた取組を行います。

高齢者福祉課

 ウ 生 き が い 活

動への支援

①高齢者の健康と生きがいづくりのため、高齢者やボランテ

ィア等が協働して企画・運営しているサロンを支援します。 

②高齢者自らが行う、文化継承活動、体育・芸能大会、友愛活

動や健康づくり活動を総合的に支援します。

①高齢者の健康と生きがいづくりのため、高齢者やボランテ

ィア等が協働して企画・運営しているサロンを支援しま

す。 

②高齢者自らが行う、文化継承活動、体育・芸能大会、友愛

活動や健康づくり活動を総合的に支援します。

○高齢者福祉課

福祉総務課

 エ 介 護 予 防 事

業の推進 

 

①高齢者の生きがい活動への参加や、フレイル※4 度チェック

を通じて、自分の体の状態を知り、自ら介護予防につながる

活動に参加できるような環境を整える取組を実施します。 

②高齢者の自立支援を目的とした多職種による事例検討会を

行い、介護予防や重度化防止に必要となる食の確保や移動

①高齢者の生きがい活動への参加や、フレイル※4 度チェッ

クを通じて、自分の体の状態を知り、自ら介護予防につな

がる活動に参加できるような環境を整える取組を実施し

ます。 

②高齢者の自立支援を目的とした多職種による事例検討会

高齢者福祉課
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（５）障がいのある人 

現状と課題（P21） 

 手段など様々な困りごとを解決するための福祉サービス等

の活用を進めます。

を行い、介護予防や重度化防止に必要となる食の確保や移

動手段など様々な困りごとを解決するための福祉サービ

ス等の活用を進めます。

 オ 認 知 症 へ の

理 解 と 支 援

体制の整備

①認知症に関する正しい知識と理解を普及するため、認知症

サポーター養成講座を開催していきます。 

②認知症高齢者やその家族にとって、必要な時に必要な支援

が受けられるよう、相談窓口の周知をはじめ、見守りを目的

とした配食サービスや緊急対応訪問サービスなどの情報発

信を行います。 

③認知症疾患医療センターや認知症初期集中支援チームな

ど、認知症の支援機関とも協力しながら、認知症高齢者とそ

の家族を支えるネットワークを構築していきます。

①認知症に関する正しい知識と理解を普及するため、認知症

サポーター養成講座を開催していきます。 

②認知症の人とその家族と一緒により良い暮らし・暮らしや

すい地域のあり方を考え、その実現に向けた取組を推進し

ます。 

 

③認知症疾患医療センターや認知症初期集中支援チームな

ど、認知症の支援機関とも協力しながら、認知症の人とそ

の家族を支えるネットワークを構築していきます。

高齢者福祉課

 カ 高 齢 者 の 権

利 擁 護 に 関

する取組

①高齢者虐待の防止や養護者への支援について、高齢者虐待

対応専門職チームからのサポートを受けながら適切な支援

につなげます。 

②判断能力の低下や認知症高齢者への権利侵害を防ぐため、

成年後見制度の利用促進のための取組を行います。 

③高齢者の権利擁護について、住民や専門職など対象に応じ

た普及・啓発活動を行います。

①高齢者虐待の防止や養護者への支援について、高齢者虐待

対応専門職チームからのサポートを受けながら適切な支

援につなげます。 

②判断能力の低下や認知症の人への権利侵害を防ぐため、成

年後見制度の適切な利用及び促進のための取組を行いま

す。 

③高齢者の権利擁護について、住民や専門職など対象に応じ

た普及・啓発活動を行います。

総合支援課

 キ 消 費 者 被 害

等 の 未 然 防

止の取組

①高齢者をはじめとする地域住民に対して、悪質商法や詐欺

などに関する情報提供や、消費者被害等の未然防止につな

げるための啓発活動を行います。 

②消費生活センターへの相談に対して、関係機関と連携し相

談者の支援に努めます。

①関係機関と連携し、高齢者を狙う悪質商法や詐欺などによ

る消費者被害を未然に防ぐための情報提供や地域での見

守り・啓発活動を行います。 

②消費生活センターへの相談に対して、関係機関と連携し相

談者の支援に努めます。

人権センター

 現計画 改定案 関係課

 国においては、「障害者基本法」をはじめ、「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」等により「ノ

ーマライゼーション」※5 理念の浸透が推進されています。さらに、2013

（平成 25）年 6 月には、障がいを理由とする差別の解消を推進すること

を目的として、「障害者差別解消法」が制定され、2016（平成 28）年

4 月から施行されました。 

国においては、「障害者基本法」をはじめ、「障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」等に

より「ノーマライゼーション」※5 理念の浸透が推進されています。

2013（平成 25）年 6 月には、障がいを理由とする差別の解消を推

進することを目的として、「障害者差別解消法」が制定され、2016

（平成 28）年 4 月から施行されました。 

障がい者福祉課
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施策の方向性と取組（P21～23） 

 また、2016（平成 28）年に改正された「障害者雇用促進法」では、

雇用の分野における障がいを理由とする差別的取扱いを禁止するほか、障

がい者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情

を改善するための措置を講ずることを義務（合理的配慮の提供義務）づけ

ています。

また、2014（平成 26）年 1 月には障害者の人権や基本的自由を

保障し、障がいのある人の尊厳を尊重することを目的とした「障害者

の権利に関する条約」を批准しました。 

そして、2021（令和 3）年の「障害者差別解消法」改正に伴い、

2024（令和 6）年からは、すべての事業者に対して不当な差別的扱

いの禁止と合理的配慮の提供が義務付けられるなど、障害のある人の

権利擁護や差別解消等、法整備が進んでいます。 

しかしながら、依然として障がいのある人への差別や偏見が残って

おり、その背景として、障がいについての知識や理解不足が考えられ

ます。市民一人一人が障がいに対する理解と認識を深め、共に生きる

社会の実現をめざした取組が必要となっています。

 今回調査によると、「障がいのある人の人権について、特にどのような

ことが問題だと思いますか」の問いに対しては、「障がいや障がいのある

人への理解や認識が十分でないこと」が 64.9％、「働ける場所や能力を

発揮する機会が少ないこと」が 41.1％、「障がいのある人を虐待する、避

ける、傷つける言葉を使うこと」が 29.0％などの回答が多くを占めまし

た。

今回調査においても、「障がいのある人の人権について、特にどの

ようなことが問題だと思いますか」の問いに対して、「障がいや障が

いのある人への理解や認識が十分でないこと」が最も多く 61.7％、

「働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと」が 44.3％、次い

で「障がいのある人を虐待する、避ける、傷つける言葉を使うこと」、

「道路の段差解消、音声案内の設置など、誰もが暮らしやすいまちづ

くりが十分でないこと」がいずれも 27.2％の順になっています。

○障がい者福祉

課 
人権センター

 依然として障がいや障がいのある人への理解や認識が不十分であるこ

とが問題点として最も多く挙げられており、前回調査と比較しても増えて

いることから、障がいや障がいのある人への理解や認識を深めるとともに

「障害者差別解消法」に基づく「不当な差別的取扱いの禁止」、「合理的配

慮の不提供の禁止」の、理解や啓発への取組をより一層推進していく必要

があります。 

また、障がいのある子どもが、成人した後も力を発揮し、自分らしく過

ごすためには、個々の教育的ニーズに応じた適切な学びの場の決定とそこ

での適切な指導と支援が必要であり、そのために教職員等をはじめ、保護

者、地域の方々の障がいや特別支援教育に対する理解を深めていくことが

重要です。

前回調査と比較して 3.2％の減少はみられるものの、依然として障

がいや障がいのある人への理解や認識が不十分であることが問題点

として最も多く挙げられており、障がいや障がいのある人への理解や

認識を深め、「障害者差別解消法」に基づく合理的配慮について周知

啓発を行うなど、より一層の取組を推進していく必要があります。 

また、障がいのある子どもが、成人した後も力を発揮し、自分らし

く過ごすためには、個々の教育的ニーズに応じた適切な学びの場の決

定とそこでの適切な指導と支援が必要です。引き続き、教職員等をは

じめ、保護者、地域の方々の障がいや特別支援教育に対する理解を深

めていくことが重要です。

障がい者福祉課

 現計画 改定案 関係課

 本市では、2021（令和 3）年 3 月に策定した「安心いき

いきプラン（第 5 期益田市障がい者基本計画中間見直し、第

6 期益田市障がい福祉計画、第 2 期障がい児福祉計画）」等に

本市においては、2024（令和 6）年 3 月に策定、2026

（令和 8）年に中間見直しを行う「安心いきいきプラン（第

6 期益田市障がい者基本計画）」等に基づき、身近な地域で

障がい者福祉課
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 基づき、身近な地域での障がいのある人の多様なニーズに対

応するための総合的な障がい者自立支援体制の確立をめざし

て進めていきます。 

また、障がい者虐待の防止や成年後見制度の利用促進など、

障がいのある人を権利侵害から守る取組も行っていきます。

の障がいのある人の多様なニーズに対応するための総合的

な障がい者自立支援体制の確立をめざして進めていきます。 

 

また、障がい者虐待の防止や成年後見制度の適切な利用

及び促進など、障がいのある人を権利侵害から守る取組も

行っていきます。

 ア バ リ ア フ リ

ー※ 6 社会の

実現 

①障がいのある人の基本的人権の尊重を基本とし、障がいの

ある人に対するあらゆる「バリア」を解消し、誰もが安全で

安心して暮らせる地域をめざします。 

②市民一人一人が障がい及び障がいのある人に対する理解と

認識を深めソーシャルインクルージョン※7 を推進し、共に

生きる社会の実現をめざします。

①障がいのある人の基本的人権の尊重を基本とし、障がいの

ある人に対するあらゆる「バリア」を解消し、誰もが安全

で安心して暮らせる地域をめざします。 

②市民一人一人が障がい及び障がいのある人に対する理解

と認識を深めソーシャルインクルージョン※7 を推進し、

共に生きる社会の実現をめざします。

障がい者福祉課

 イ 地 域 生 活 の

支 援 体 制 の

充実

①障がいのある人が自らの選択により、住み慣れた地域で適

切なサービスを受けられる体制と入所施設から地域生活へ

の移行が促進される体制の整備を図ります。 

②個々の障がいに対応したニーズを的確に把握し適切に対応

するため、保健・医療・福祉等関係機関が連携を図ります。

①障がいのある人が自らの選択により、住み慣れた地域で適

切なサービスを受けられる体制と入所施設から地域生活

への移行が促進される体制の整備を図ります。 

②個々の障がいに対応したニーズを的確に把握し適切に対

応するため、保健・医療・福祉等関係機関が連携を図りま

す。

障がい者福祉課

 ウ 自 立 と 社 会

参加の促進 

 

①障がいのある人が、その能力を最大限に発揮し、自立した社

会生活を営むことができるように、教育、福祉、医療、就労

等の各分野の連携を強化しながら、総合的かつ継続的な支

援を推進します。 

②「障害者雇用促進法」の趣旨を踏まえ、各種関係機関と連携

を図りながら、市内企業において障がいのある人の雇用の

促進と働きやすい職場環境の整備について推進します。 

③障がいのある人が、社会のあらゆる活動に参加し、地域にお

いて生きがいを持って生活ができるよう、地域における助

け合い、支え合いのシステムの構築を推進します。

①障がいのある人が、その能力を最大限に発揮し、自立した

社会生活を営むことができるように、保健・医療・福祉・

教育・就労等の各分野の連携を強化しながら、総合的かつ

継続的な支援を推進します。 

②「障害者雇用促進法」の趣旨を踏まえ、各種関係機関と連

携を図りながら、市内企業において障がいのある人の雇用

の促進と働きやすい職場環境の整備について推進します。 

③障がいのある人が、社会のあらゆる活動に参加し、地域に

おいて生きがいを持って生活ができるよう、地域における

助け合い、支え合いのシステムの構築を推進します。

障がい者福祉課

 エ 障 が い の あ

る 人 の 権 利

擁 護 に 関 す

る取組

①障害者虐待防止法に基づき設置した虐待相談窓口におい

て、虐待を受けた障がいのある人と養護者への支援を行い

ます。 

②判断能力が不十分な障がいのある人への権利侵害を防ぐた

め、成年後見制度の利用促進のための取組を行います。 

③障がいのある人への虐待や権利擁護について、市民に対し

て意識啓発を図るとともに、理解を深めるための取組を行

①「障害者虐待防止法」に基づき設置した虐待相談窓口にお

いて、虐待を受けた障がいのある人と養護者への支援を行

います。 

②判断能力が不十分な障がいのある人への権利侵害を防ぐ

ため、成年後見制度の適切な利用及び促進のための取組を

行います。 

③障がいのある人への虐待や権利擁護についての意識啓発

総合支援課
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（６）外国人 

　　　現状と課題（P24） 

 います。 を図るとともに、理解を深めるための取組を行います。

 オ 特 別 支 援 教

育の推進 

①保護者や地域住民等に対して特別支援学級等や障がいへの

理解啓発を行い、障がいのあるなしに関わらず地域で子ど

もを育てるという意識を高めます。 

②子どもの多様性を尊重し、障がいのある子どもと障がいの

ない子どもが共に学ぶ仕組み（インクルーシブ教育システ

ム）を推進します。

①保護者や地域住民等に対して特別支援学級等や障がいへ

の理解啓発を行い、障がいのあるなしに関わらず地域で子

どもを育てるという意識を高めます。 

②子どもの多様性を尊重し、障がいのある子どもと障がいの

ない子どもが共に学ぶ仕組み（インクルーシブ教育システ

ム）を推進します。

学校教育課

 現計画 改定案 関係課

 近年、特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動がいわゆるヘイト

スピーチであるとして社会問題になっています。こうした言動は、人々に

不安感や嫌悪感を与えるだけでなく、人としての尊厳を傷つけたり、差別

意識を生じさせたりすることになりかねず、許されることではありませ

ん。このような状況を受け、2016（平成 28）年に「ヘイトスピーチ解

消法」が制定され、外国人に対する不当な差別的言動をなくす取組が求め

られています。 

さらに、違いを認め、互いの人権を尊重する共生社会を実現するための

取組も求められています。 

本市における在住外国人は、2021（令和 3）年 3 月末現在、18 カ国

393 人で、総人口に占める割合は 0.86％となっています。

日本国憲法が保障する基本的人権は、その権利の性質上、日本国民

のみを対象とすると解されるものを除き、日本に在留する外国籍住民

も等しく保障されるものです。 

しかしながら、特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動がい

わゆるヘイトスピーチであるとして社会問題となり、こうした言動

は、人々に不安感や嫌悪感を与えるだけでなく、人としての尊厳を傷

つけたり、差別意識を生じさせたりすることになりかねず、許される

ことではありません。このような状況を受け、2016（平成 28）年

に「ヘイトスピーチ解消法」が制定され、外国人に対する不当な差別

的言動をなくす取組が求められています。 

さらに、違いを認め、互いの人権を尊重する共生社会を実現するた

めの取組も求められています。 

本市における在住外国人は、2026（令和 8）年 3 月末現在、18

カ国 552 人で、総人口に占める割合は 1.31％となっています。こ

れは 5 年前の同時点の 393 人（人口比 0.86％）と比較して増加し

ており、市全体のおよそ 65 人に 1 人は外国人の方となっています。

人権センター

 今回調査によると、「外国人の人権について特にどのようなことが問題

だと思いますか」の問いに対しては、「外国語で対応できる行政相談窓口

や病院・施設が少ないこと」が 34.2％、「差別的な発言や行為をするこ

と」が 25.5％、「災害時など緊急を要する際に、情報伝達が十分ではない

こと」が 22.3％などの回答が多くを占めました。

今回調査によると、「日本で生活する外国人の人権について、特に

どのようなことが問題だと思いますか」の問いに対しては、「外国語

で対応できる行政相談窓口や病院・施設が少ないこと」が 30.1％、

「差別的な発言や行為をすること」が 26.7％、「災害時など緊急を要

する際に、情報伝達が十分ではないこと」が 24.4％などの回答が多

くを占めました。外国語対応の窓口や緊急時の情報伝達不足は、依然

として高い割合で問題視されており、生活の基盤となる情報へのアク

セス支援が引き続き重要です。

人権センター
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施策の方向性と取組（P24～25） 

 外国人に対する差別的言動をなくすための意識啓発を図るとともに、外

国語による医療・福祉・防災などの生活情報の発信や相談機関などの周知

をはじめ、在住外国人が地域の中で安全・安心に暮らせる多文化共生のま

ちづくりに取り組みます。

外国人に対する差別的言動をなくすための意識啓発を図るととも

に、外国語による医療、福祉、防災などの生活情報の発信や相談機関

などの周知をはじめ、在住外国人が地域の中で安全・安心に暮らせる

多文化共生のまちづくりに取り組む必要があります。

人権センター

 現計画 改定案 関係課
 日本人住民、外国人住民は共に地域に暮らす住民として、お

互いの文化、価値観を理解し支え合えるよう、「多文化共生社

会」の実現をめざして、教育・啓発を進めます。

地域で暮らすすべての人々がお互いの文化、価値観を理解

し支え合えるよう、「多文化共生社会」の実現に向けた教育・

啓発に取り組みます。

人権センター

 ア 差 別 意 識 解

消 の た め の

教育・啓発の

推進

①外国人に対する偏見や差別意識を解消するため、学校、地

域、職場など様々な場面で教育・啓発を推進します。 

②益田市在日外国人学校教育基本方針を基盤とした教育活動

を展開し、人権・同和教育の充実を図ります。 

③「ヘイトスピーチ解消法」の内容の周知に努めるとともに、

外国人に対する不当な差別的言動を解消するための教育・

啓発を推進します。

①外国人に対する差別や偏見を解消するため、学校、地域、

職場など様々な場面で教育・啓発を推進します。 

②益田市在日外国人学校教育基本方針を基盤とした教育活

動を展開し、人権・同和教育の充実を図ります。 

③「ヘイトスピーチ解消法」の内容の周知に努めるとともに、

外国人に対する不当な差別的言動を解消するための教

育・啓発を推進します。

○学校教育課 
人権センター

 イ 多 文 化 共 生

社 会 づ く り

の推進

①地域に居住している外国人の方々を対象に、やさしい日本

語を通して、基礎的な日常会話や読み書きを習得する機会

として日本語学級を開催し支援を行います。　 

②異文化に触れる機会の提供や、多文化理解のための講座等

を実施します。 

③関係機関と連携し、外国人住民への医療・福祉・防災情報な

どの生活情報について多言語での提供に努めます。

①外国人を対象に、やさしい日本語を通して、基礎的な日常

会話や読み書きを習得する機会として日本語学級を開催

し支援を行います。　 

②多様な文化に触れる交流機会などを提供し、相互理解と共

生の促進を図ります。 

③関係機関と連携し、外国人住民への医療、福祉、防災など

の生活情報について多言語での提供に努めます。

人権センター

 ウ 外 国 に ル ー

ツ を 持 つ 児

童 生 徒 へ の

支援

①対象児童生徒の実態に応じて、日本語支援員を配置し、授業

の中で日本語の支援を行います。

①対象児童生徒の実態に応じて、日本語支援員を配置し、授

業の中で日本語の支援を行います。 

②日本語支援員の研修機会を確保し、指導力の向上をめざし

ます。

学校教育課

 エ 外 国 人 の た

め の 相 談 体

制の充実

①在住外国人からの相談に対し相談しやすい体制づくりに努

め、島根県外国人地域サポーターやしまね国際センター、地

域のボランティア団体等関係機関との連携強化を図り相談

者への適切な支援を行います。 

②行政書士による「外国人に関する無料法律相談」を紹介しま

す。

①外国人が安心して相談できる体制の整備を推進します。 

また、島根県外国人地域サポーター、しまね国際センター、

地域のボランティア団体等の関係機関と連携し適切な支

援につなげます。 

人権センター

 オ 外 国 人 の た ①外国人労働者がその能力を発揮しながら就労できるよう、 ①外国人労働者がその能力を発揮しながら就労できるよう、 産業支援センタ

ー
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（７）ハンセン病回復者等とその家族及び感染症患者・感染者等 

現状と課題（P26） 

 め の 労 働 環

境の整備

国や県をはじめとして関係機関と連携を取りながら市内企

業等における適正な雇用・労働条件の確保と不法就労防止の

ための啓発を進めます。

国や県をはじめとして関係機関と連携を取りながら市内

企業等における適正な雇用・労働条件の確保と不法就労防

止のための啓発を進めます。

 現計画 改定案 関係課

 ハンセン病患者は、1996（平成 8）年に、「らい予防法」が廃止され

るまで、療養所への強制隔離が継続され、患者のみでなく、その家族も偏

見や差別の対象となりました。療養所の入所者の多くは、長期間の隔離等

によって社会とのつながりを断たれ、病気が完治した後も療養所に残らざ

るを得ないなど社会復帰が困難な状況にあります。 

また、エイズ患者やＨＩＶ感染者に対しては、正しい知識や理解の不足

から、これまで多くの偏見や差別意識を生んできました。 

さらに、2019（令和元）年 12 月初旬から世界的な流行となった新型

コロナウイルス感染症の拡大により、感染者やその家族、医療従事者等に

対する非難や差別的な言動、あるいはインターネット上での誹謗中傷など

の人権侵害が増加しています。

1996 年（平成 8 年）に「らい予防法」が廃止されるまで、国は

ハンセン病患者に対し療養所への強制隔離政策等を実施しました。そ

の結果、病気への誤った認識が社会に浸透し、患者本人だけでなく、

その家族もまた、深刻な差別や偏見に苦しむこととなりました。療養

所の入所者の多くは、長期間の隔離等によって社会とのつながりを断

たれ、病気が完治した後も療養所に残らざるを得ないなど社会復帰が

困難な状況にあります。 

また、エイズ患者やＨＩＶ感染者に対しては、正しい知識や理解の

不足から、これまで多くの差別や偏見意識を生んできました。 

さらに、2019（令和元）年 12 月初旬から世界的な流行となった

新型コロナウイルス感染症の流行期においては、感染者やその家族、

医療従事者等に対する非難や差別的な言動、あるいはインターネット

上での誹謗中傷などの人権侵害が顕著になりました。 

現在、新型コロナウイルス感染症は感染症法上の位置づけが変更さ

れたものの、この流行期に顕在化した差別や偏見の問題は、将来起こ

りうる新たな感染症患者・感染症等に対する人権問題としてその根深

さを示しています。

人権センター

 今回調査によると、「ハンセン病回復者の人権について、特にどのよう

なことが問題だと思いますか」の問いに対して、「怖い病気といった誤解

があること」が 43.3％、「社会復帰が困難なこと」が 31.4％、「差別的

な発言や行為をすること」が 26.5％などの回答が多くを占めました。同

様にエイズ患者やＨＩＶ感染者の人権についても「エイズ・ＨＩＶに関す

る正しい認識や理解が十分でないこと」が 54.5％、「差別的な発言や行

為をすること」が 34.7％、「患者や感染者のプライバシーが守られない

こと」が 30.2％となっています。また、新型コロナウイルス感染症等の

人権についても、「インターネットによる誹謗中傷や、ＳＮＳ等へ差別的

な書き込みをすること」が 52.7％、「感染者やその家族、医療従事者及び

感染拡大防止に携わった人等に対して偏見を持つこと」が 47.8％、「感

今回調査によると、「ハンセン病回復者の人権について、特にどの

ようなことが問題だと思いますか」の問いに対して、「怖い病気とい

った誤解があること」が 41.2％、「差別的な発言や行為をすること」

が 26.2％、「社会復帰が困難なこと」が 24.6％などの回答が多くを

占めました。 

同様にエイズ患者やＨＩＶ感染者の人権についても「エイズ・ＨＩ

Ｖに関する正しい認識や理解が十分でないこと」が 53.1％、「差別的

な発言や行為をすること」が 32.4％、「患者や感染者のプライバシー

が守られないこと」が 29.0％となっています。

人権センター
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施策の方向性と取組（P26～27） 

 

（８）北朝鮮当局による拉致問題等 

　　　現状と課題（P28） 

 染者やその家族のプライバシーが守られないこと」が 40.6％となってい

ます。

 ハンセン病やＨＩＶ感染者、また新型コロナウイルスをはじめとした新

たな感染症等について、正しい知識の普及・啓発を行うとともに、偏見や

差別の解消に向けて、引き続き意識啓発を進めていく必要があります。

ハンセン病やＨＩＶ感染症、またあらゆる感染症等に関わる差別や偏

見を解消するためには、正しい知識の普及・啓発を進めるとともに、引

き続き意識啓発に取り組んでいく必要があります。

人権センター

 現計画 改定案 関係課

 感染症等に対する正しい知識の普及や患者及び感染者、そ

の家族等への偏見や差別意識を解消するための教育・啓発に

努めるとともに患者及び感染者、その家族等の人権が尊重さ

れる地域づくりを推進します。

感染症等に対する正しい知識の普及や患者及び感染者、そ

の家族等への差別や偏見を解消するための教育・啓発に努め

るとともに患者及び感染者、その家族等の人権が尊重される

地域づくりを推進します。

人権センター

 ア 差 別 意 識 解

消 の た め の

教育・啓発の

推進

①ハンセン病回復者とその家族等への偏見や差別の解消を図

るために、ハンセン病の正しい知識と回復者等の人権に対

する理解を深めるための教育・啓発を行います。 

②ＨＩＶや新型コロナウイルスをはじめとする感染症患者・

感染者等に対する偏見や差別意識の解消のため、感染症に

対する正しい知識の教育・啓発に努めます。

①ハンセン病回復者とその家族等に対する差別や偏見を解

消するため、ハンセン病に関する正しい知識の普及と、回

復者等の人権尊重への理解促進のための教育・啓発取り組

みます。 

②ＨＩＶ感染者やエイズ患者をはじめとする感染症患者・感

染者等への差別や偏見を解消するため、感染症に関する正

しい知識の普及と理解促進のための教育・啓発に取り組み

ます。

○人権センター 
学校教育課

 現計画 改定案 関係課

 現在、日本政府は北朝鮮に拉致された被害者として 17 名を認定し、

この他にも北朝鮮による拉致の可能性を排除できない行方不明者に関

し情報収集や捜索・調査を継続しています。 

国においては、2006（平成 18）年に「拉致問題その他北朝鮮当局

による人権侵害問題への対処に関する法律」を制定し、地方公共団体の

責務として拉致問題等に関する国民世論の啓発を図ることを求めてい

ます。 

しかし、長い年月の経過とともに、拉致被害者及びその家族の高齢化

も課題となっています。 

市でも、1973（昭和 48）年、市内で行方不明になり、特定失踪者

問題調査会が「北朝鮮の拉致の可能性が否定できない」としている益田

現在、日本政府は北朝鮮に拉致された被害者として 17 名を認定し、

この他にも北朝鮮による拉致の可能性を排除できない行方不明者に関

し情報収集や捜索・調査を継続しています。 

国においては、2006（平成 18）年に「拉致問題その他北朝鮮当局

による人権侵害問題への対処に関する法律」を制定し、地方公共団体

の責務として拉致問題等に関する国民世論の啓発を図ることを求めて

います。 

しかし、長い年月の経過とともに、拉致被害者及びその家族の高齢

化も課題となっています。 

市でも、1973（昭和 48）年、市内で行方不明になり、特定失踪者

問題調査会が「北朝鮮の拉致の可能性が否定できない」としている益

人権センター
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施策の方向性と取組（P28） 

 

（９）犯罪被害者等 

　　　現状と課題（P29） 

 ひろみさんの捜索と調査を国に対して求めています。 田ひろみさんの捜索と調査を国に対して求めています。
 今回調査では、「あなたは、現在どんな人権課題に関心を持っていま

すか」の問いに対して、北朝鮮によって拉致された被害者等に関心があ

ると回答した人は 15.1％となっています。

今回調査では、「あなたは、現在どんな人権課題に関心を持ってい

ますか」の問いに対して、「北朝鮮によって拉致された被害者等に関

心がある」と回答した人は 16.8％となっています。

人権センター

 北朝鮮当局による拉致は国民に対する人権侵害であり、我が国の主権

及び国民の生命と安全に関わる重大な問題です。拉致問題等の解決のた

めには、幅広い国民層及び国際社会の理解と支持が不可欠であり、拉致

問題は人権侵害であることから、この問題への関心を風化させないため

の啓発活動が必要です。

北朝鮮当局による拉致は国民に対する人権侵害であり、我が国の主

権及び国民の生命と安全に関わる重大な問題です。拉致問題等の解決

のためには、幅広い国民層及び国際社会の理解と支持が不可欠であり、

拉致問題は人権侵害であることから、この問題への関心を風化させな

いための啓発活動が必要です。

人権センター

 現計画 改定案 関係課
 拉致問題を風化させないためにも、北朝鮮当局による拉致

問題等に関する市民の関心と認識を一層深める必要がありま

す。

拉致問題を風化させないためにも、北朝鮮当局による拉致

問題等に関する関心と認識を一層深める必要があります。

人権センター

 ア 意識啓発・教

育の推進

①国、県と連携・協力して、情報の共有を図り、拉致問題その

他北朝鮮当局による人権侵害問題について関心と認識を深

める啓発・広報などに取り組みます。 

②学校において、児童生徒の発達段階に応じて、拉致問題等

に対する理解を深めるための教育を行います。

①国、県と連携・協力して、情報の共有を図り、拉致問題そ

の他北朝鮮当局による人権侵害問題について関心と認識

を深める啓発・広報などに取り組みます。 

②学校において、児童生徒の発達段階に応じて、拉致問題

等に対する理解を深めるための教育を行います。

○人権センター

学校教育課

 現計画 改定案 関係課

 近年、犯罪被害者及びその家族の人権問題に対する社会的関心が大きな

高まりを見せており、犯罪被害者等に対する配慮と保護を図ることが課題

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国においては、2004（平成 16）年に「犯罪被害者等基本法」を

制定し、これに続き、島根県では 2006（平成 18）年「島根県犯罪

のない安全で安心なまちづくり条例」、2022（令和 4 年）年に「島

根県犯罪被害者等支援条例」が制定され、犯罪被害者等の権利利益の

保護を図るとともに、誰もが安全・安心を実感して暮らせる社会の実

現をめざした取組が行われています。 

本市においては、2025（令和７）年に市、益田警察署、島根被害

者サポートセンターの３者で締結した「益田市犯罪被害者等支援の連

携協力に関する協定」に基づいて、犯罪被害者等の支援に係る取組を

行っています。 

近年、犯罪被害者及びその家族の人権問題に対する社会的関心が高

福祉総務課
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施策の方向性と取組（P29） 

 

 

  

 

また、犯罪被害者等をめぐる問題として、マスメディアによる行き過ぎ

た犯罪報道によるプライバシー侵害や名誉毀損、過剰な取材による私生活

の平穏の侵害等があります。

まっており、犯罪被害者等に対する配慮と保護を図ることが重要な課

題となっています。 

  また、犯罪被害者等をめぐる問題として、マスメディア等による行

き過ぎた報道などにより、プライバシー侵害や名誉毀損といった二次

的な被害を受け、その後の私生活の平穏が脅かされるといった問題が

あります。

 今回調査によると、「犯罪被害者とその家族の人権について、特にどの

ようなことが必要だと思いますか」の問いに対して、「報道によりプライ

バシーが侵害され、私生活の平穏が保てなくなること」とした回答が

63.6％と最も多く、「事件に関して、周囲でうわさ話をすること」が

46.8％、「「被害者にも問題があった」などと非難すること」が 32.2％と

続いています。

今回調査によると、「犯罪被害者とその家族の人権について、特に

どのようなことが必要だと思いますか」の問いに対して、「報道によ

りプライバシーが侵害され、私生活の平穏が保てなくなること」とし

た回答が 65.0％と最も多く、「事件に関して、周囲でうわさ話をする

こと」が 42.0％、「「被害者にも問題があった」などと非難すること」

が 33.4％と続いています。

○福祉総務課 
人権センター

 このような動向を踏まえ、犯罪被害者等が置かれている状況を理解する

ための啓発を進めていくとともに支援に努める必要があります。

このような動向を踏まえ、犯罪被害者等が置かれている状況を理解

するための啓発を進めていくとともに、関係機関や地域と連携を図

り、犯罪被害者等を支える環境づくりに努める必要があります。

福祉総務課

 現計画 改定案 関係課

 犯罪被害者とその家族、遺族は、直接的な被害の上、無責任

な噂話等による精神的被害等の二次被害に苦しむことが少な

くありません。被害者等の視点に立ち、被害者等の人権につい

て理解を深めるために人権教育・啓発に努めるとともに、関係

機関・団体と連携を図りながら被害者等への支援に取り組み

ます。

　2025（令和 7）年 4 月に制定した「益田市犯罪被害者

等支援条例」に基づき、犯罪被害者等が置かれている状況

について理解を深めるための啓発を行うとともに、犯罪被

害者等が受ける直接的な被害や二次的な被害に対し、関係

機関や地域と連携を図り、犯罪被害者等を社会全体で支え

る環境づくりに取り組みます。

福祉総務課

 ア 意 識 啓 発 の

推進

①社会全体で犯罪被害者等を支援していくという気運を醸成

し、犯罪被害者等の人権について正しい理解と認識を深め

る啓発に取り組みます。

①社会全体で犯罪被害者等を支援していくという気運を醸

成し、犯罪被害者等の人権について正しい理解と認識を深

めるため、学習会や講演会等を通じて普及啓発に取り組み

ます。

福祉総務課

 イ 関 係 機 関 と

の連携

①国、県、警察等関係機関と連携を図りながら、被害者等に対

する支援を行います。 

②潜在化しやすい性犯罪被害などをはじめとする、犯罪被害

者等への相談窓口の周知をとおし、相談しやすい環境づく

りに努めます。

①国、県、警察等関係機関と連携を図り、被害者等に対する

支援を行います。 

②潜在化しやすい性犯罪被害などをはじめとする、犯罪被害

者等への相談窓口の周知を通し、相談しやすい環境づくり

に努めます。

福祉総務課
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（１０）インターネットによる人権侵害 

　　　現状と課題（P30） 

 

施策の方向性と取組（P30） 

 現計画 改定案 関係課

 インターネットの普及により、情報の収集や発信などの利便性は大きく

向上し、効率的で豊かな社会生活を享受できるようになった一方で、他人

のプライバシーを侵害したり、誹謗中傷するような悪質な情報発信が行わ

れたり、犯罪や差別の助長にもつながる有害な情報が掲載されるなど、ネ

ット社会における匿名性を悪用した深刻な人権侵害が発生しています。

インターネットの普及は私たちの生活に大きな利便性をもたらし、現

代社会において欠かせない存在となっています。しかしその一方で、匿

名性の高さや情報発信の容易さから、他人への誹謗中傷、プライバシ

ーの侵害、犯罪や差別の助長にもつながる有害な情報が掲載されるな

ど、深刻な人権侵害が発生しています。 

さらに、インターネット上の人権侵害は、他の人権課題のいずれにも

密接かつ横断的に関連する問題でもあり、個別の人権課題を解決するう

えでも重要な視点となっています。 

国は、2002（平成 14）年に「特定電気通信役務提供者の損害賠償責

任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（プロバイダ責任制限法）」

を施行し、インターネットでの情報の流通によって人権侵害が発生した

場合のプロバイダ等の責任範囲や発信者情報の開示を請求する権利を定

めました。さらに同法の改正により、2025（令和 7）年には「情報流

通プラットフォーム対処法」が施行され、大規模プラットフォーム事業

者に対する、投稿の削除対応の迅速化や、運用の透明化が義務付けられ

ました。

人権センター

 今回調査によると、「インターネットを悪用した人権侵害について、特

にどのようなことが問題だと思いますか」の問いに対しては、「他人への

ひどい悪口や差別的な表現などを掲載すること」と回答した人が 68.6％

と最も多く、「一度掲載されると拡散し、完全に消去することが困難であ

ること」が 47.3％、「法的規制が不十分であったり、違法な情報発信者に

対する監視・取締りが十分でないこと」が 44.3％と続いています。

今回調査によると、「インターネットを悪用した人権侵害について、

特にどのようなことが問題だと思いますか」の問いに対しては、「他

人へのひどい悪口や差別的な表現などを掲載すること」と回答した人

が 68.9％と最も多く、「一度掲載されると拡散し、完全に消去するこ

とが困難であること」が 55.2％、「法的規制が不十分であったり、違

法な情報発信者に対する監視・取り締まりが十分でないこと」が

5.6％と続いています。

人権センター

 今後も発生防止・早期発見・拡大防止のための取組をさらに進めていく

必要があります。

インターネット上の人権侵害を防ぐためには、適切に情報を判断

し、人権を尊重する意識を持てるよう、情報モラルと人権に関する教

育・啓発が必要です。また、被害者支援のための、安心して相談でき

る窓口の充実及び周知が必要です。

人権センター

 現計画 改定案 関係課
 人権擁護の視点に立った正しい知識を身に付け、情報の収

集や発信における個人の責任やモラルについての理解を深め

られるよう取組を進めます。また、法務局や県、関係機関との

人権擁護視点に立った正しい知識の習得と、情報収集や発

信における個人の責任やモラルへの理解促進を図るための

取組を進めます。また、法務局や県などの関係機関との連携

人権センター
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（１１）性的指向・性自認等 

　　　現状と課題（P31） 

 連携を深めることによりＳＮＳなどによる人権侵害の早期発

見を図り、被害の拡大防止に努めます。

を深めることによりＳＮＳなどによる人権侵害の早期発見

を図り、被害の拡大防止に努めます。

 ア 意 識 啓 発 の

推進

①インターネットの利用に対し、人権擁護の視点に立った正

しい知識の普及を図り、利用者の責任やモラルに関する啓

発を進めます。

①インターネットを適切に利用できるよう、人権擁護の視点

に立った正しい知識の普及を図るとともに、個人の責任と

モラルに関する教育・啓発に取り組みます。

○人権センター 
学校教育課

 イ 関 係 機 関 と

の連携

①法務局や関係機関等との連携を深め、インターネットによ

る人権侵害の早期発見及び被害の拡大防止を図るととも

に、相談窓口や相談機関等の周知に努めます。

①法務局や関係機関等との連携を深め、インターネットによ

る人権侵害の早期発見及び被害の拡大防止を図るととも

に、相談窓口等の周知に取り組みます。

人権センター

 現計画 改定案 関係課

 人の恋愛・性愛がどういう対象に向かうのかを示す性的指向は、人それ

ぞれで多様です。異性にではなく同性や両性に対して愛情を抱く人々は少

数であるため差別や偏見のまなざしで見られたり、場合によっては職場を

追われるような人権問題が発生しています。 

また、生物学的な性（からだの性）と性自認（こころの性）が一致しな

い性自認への違和感を持つことで社会生活に支障が生じる状態である性

同一性障害の人々も少数であることから、問題が潜在化しているため偏見

や実際の生活のしづらさが生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人の恋愛・性愛がどういう対象に向かうのかを示す性的指向は、人

それぞれで多様です。しかし、異性にではなく同性や両性に対して愛

情を抱く人々は差別や偏見のまなざしで見られたり、場合によっては

職場を追われるような人権問題が発生しています。 

また、生物学的な性（からだの性）と性自認（こころの性）が一致

しない性自認への違和感を持つ人々についても、社会の理解不足や偏

見によって日常生活に困難が生じるなど、様々な問題に直面していま

す。 

国では、2004（平成 16）年 7 月に「性同一性障害者の性別の取

扱いの特例に関する法律」を施行し、性同一性障害を持つ方が、特定

の要件を満たした場合に戸籍上の性別を変更することを認めました。

さらに 2023（令和 5）年 6 月には性的指向やジェンダーアイデン

ティティについての理解を深めることによって、すべての人が安心し

て暮らせる社会の実現に寄与することを目的とした「LGBT 理解増

進法」が施行されました。 

本市においても、多様な性を認め合い性的少数者の方々が自分らし

く生きることのできる環境をつくるため、2023（令和５）年１０月

から「島根県パートナーシップ宣誓制度」を県と共同して実施してい

ます。

人権センター

 今回調査によると、「性の多様性に関することで、人権上特にどのよう

なことが問題だと思いますか」の問いに対して、「誤解や偏見があること」

と回答した人が 63.4％と最も高く、「いやがらせをしたり、差別的な言

動をすること」が 38.4％、「地域社会・職場・家庭学校などで排除され孤

今回調査によると、「性の多様性に関することで、人権上特にどの

ようなことが問題だと思いますか」の問いに対して、「誤解や偏見が

あること」と回答した人が 57.8％と最も高く、「いやがらせをした

り、差別的な言動をすること」が 32.9％、「地域社会・職場・家庭・

人権センター
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施策の方向性と取組（P31） 

 

 

（１２）様々な人権課題（P32～33） 

 立すること」が 27.0％と続いています。 学校などで排除され、孤立すること」が 26.9％と続いています。
 性的指向や性自認を理由とする偏見や差別をなくすため、性の多様性に

ついての正しい理解を深め、差別や偏見の解消に向けた取組が必要です。

性的指向や性自認を理由とする差別や偏見の解消に向け、性の多様

性についての正しい理解を深めるための取組とともに、安心して相談

できる体制の整備が必要です。

人権センター

 現計画 改定案 関係課

 性の多様性についての正しい理解の促進と偏見や差別を解

消し、誰もが自分らしく生きることができる地域社会の実現

に向けた啓発に取り組みます。

性の多様性についての正しい理解の促進と差別や偏見を

解消し、誰もが自分らしく生きることができる地域社会の実

現に向けた啓発に取り組みます。

人権センター

 ア 意 識 啓 発 の

推進

①性的指向、性自認について等、性の多様性についての理解を

深めるために、各種講演や研修会の開催、啓発資料の配布等

を通じて啓発の充実を図ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①性的指向、性自認について等、性の多様性についての理解

を深めるために、各種講演会や研修会の開催、啓発資料の

配布等を通じた意識啓発に取り組みます。

人権センター

 イ 相 談 体 制 の

充実

①国・県等関係機関と連携し、多様な性のあり方に関する相

談体制を整備する。

人権センター

 ウ 性 の 多 様 性

を 尊 重 す る

教育の推進

①学校等において性の多様性についての理解を深めるための

教育を行うとともに、子どもたちが不安に思うときに教職

員等に相談しやすい環境づくりに取り組みます。

①学校等において、性の多様性についての理解を深めるため

の教育を行うとともに、児童生徒が学校生活を過ごしやす

くなるよう、不安を感じた時に教職員等に相談しやすい環

境づくりを推進し、学校全体の環境整備と配慮に努めま

す。

学校教育課

 現計画 改定案 関係課
 アイヌの人々 先住民族であるアイヌの人々の歴史、文化、伝統、及び現状

に関する認識と理解を深め、2019（令和元）年に施行された

「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施

策の推進に関する法律（アイヌ施策推進法）」でうたわれてい

る「アイヌの人々が、民族の誇りを持って生活できる社会を実

現する」ため広報等を通じた啓発に努めます。

先住民族であるアイヌの人々の歴史、文化、伝統及び現状

に関する認識と理解を深め、2019（令和元）年に施行され

た「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための

施策の推進に関する法律（アイヌ施策推進法）」でうたわれ

ている「アイヌの人々が、民族の誇りを持って生活できる社

会を実現する」ため、広報等を通じた啓発に努めます。

人権センター

 刑を終えて出所

した人

刑を終えて出所した人やその家族に対する根強い偏見や差

別意識により、就職や住居の確保が困難であるなどの人権問

題が発生しています。刑を終えて出所した人が円滑な社会復

帰を実現するためには本人の強い更生意欲とともに、家族、職

場、地域社会など周囲の人々の理解と協力が必要です。刑を終

刑を終えて出所した人やその家族に対する根強い差別や

偏見により、就職や住居の確保が困難であるなどの人権問題

が発生しています。刑を終えて出所した人が円滑な社会復帰

を実現するためには本人の強い更生意欲とともに、家族、職

場、地域社会など周囲の人々の理解と協力が必要です。刑を

福祉総務課 
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 えて出所した人やその家族の人権が侵害されることのないよ

う偏見や差別の解消に向け、関係機関、関係団体等と連携・協

力して啓発に努めます。

終えて出所した人やその家族の人権が侵害され、地域社会で

孤立するようなことのないよう差別や偏見の解消に向け、関

係機関、関係団体等と連携・協力して啓発に努めます。

 ホームレスに対

する差別

ホームレスの人々の生活の自立を支援するための取組が行

われている一方で、ホームレスに対するいやがらせや暴行事

件等の人権問題も発生しています。相談対応を行い、ホームレ

スの社会復帰を支援し、偏見や差別を解消するための啓発に

努めます。

ホームレスの人々の生活の自立を支援するための取組が

行われている一方で、ホームレスに対するいやがらせや暴行

事件等の人権問題も発生しています。相談対応を行い、ホー

ムレスの社会復帰を支援し、差別や偏見を解消するための啓

発に努めます。

福祉総務課

 人身取引による

人権侵害

性的搾取、強制労働等を目的とした人身取引（トラフィッキ

ング）は、重大な犯罪であるとともに、基本的人権を侵害する

深刻な問題です。人身取引を撲滅するための認識と理解を深

めるための広報・啓発に努めます。

性的搾取、強制労働等を目的とした人身取引（トラフィッ

キング）は、重大な犯罪であるとともに、基本的人権を侵害

する深刻な問題です。人身取引を撲滅するための認識と理解

を深めるための広報・啓発に努めます。

人権センター

 災害に伴う人権

問題

東日本大震災等様々な災害で被災し避難を余儀なくされた

人々に対しての根拠のない風評被害や偏見等の差別など、災

害に起因する人権問題が発生しています。災害に備える中で、

障がいのある人、子ども、女性、高齢者、外国人等への配慮を

含め、被災者の視点に立った人権意識の啓発に努めます。 

また、被災者の視点に立った防災の取組、避難所運営等、プ

ライバシーへの配慮をはじめ、被災者の人権が尊重される環

境づくりに努めます。 

 

 

さらに、要配慮者等の個別の避難行動を作成する「個別避難計

画」の整備に努めます。また、情報伝達に配慮が必要な方（視覚・

聴覚障がい者、外国人等）の逃げ遅れを防ぐため、情報伝達方法

について検討を進めます。

東日本大震災などの災害により避難を余儀なくされた

人々に対し、根拠のない風評被害や差別といった人権問題が

生じています。災害対策においては、障がいのある人、子ど

も、女性、高齢者、外国人など多様な立場への配慮が重要で

あり、被災者の視点に立った人権意識の啓発に努めます。 

また、被災者が「人間らしい尊厳ある生活」を送るための

最低基準を定めた国際的なガイドラインである、「スフィア

基準」に基づき、避難生活におけるプライバシーの確保、避

難所の運営や必要な備品の確保を行い、被災者の人権が尊重

される環境づくりに努めます。 

さらに、要配慮者の視点に立った支援体制として、福祉避

難所の整備、個別避難計画の整備、福祉用品等の備蓄に努め

ます。

危機管理課

 自死に関わる人

権問題

国は 2006（平成 18）年に「自殺対策基本法」を制定し、

同法に基づく「自殺総合対策大綱」のもと、自死防止の取組

を推進してきました。 

本市においては、国や県の計画の基本的な方向性との整合

性を保ちつつ、「益田市自死対策総合計画」の基本理念であ

る「誰も自死に追い込まれることのない、生き心地の良い益

田市」の実現をめざし、市、関係機関、団体、市民が連携し

て自死対策の推進に努めます。

健康増進課
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 その他の人権課

題

現在あるその他の人権課題や今後新たに対応すべき人権課

題に対して、様々な機会を通して偏見や差別をなくすための

啓発に努めます。

現在あるその他の人権課題や今後新たに対応すべき人権

課題に対して、様々な機会を通して差別や偏見をなくすため

の施策の推進に努めます。

人権センター

 ３　計画の推進 

（1）計画の推進体制（P34） 

本計画の推進にあたっては、関係部課長を構成員とする益田市人権

施策推進委員会を設置し、庁内関係部署と連携しながら取組を進める

とともに、益田市人権・同和問題解決推進委員会では、計画の推進、評

価及び見直し等について審議し、人権教育・啓発に関する施策の推進

を図ります。 

　また、益田市各地区人権・同和教育推進協議会など地域ぐるみで活

動する団体や、様々な人権課題をテーマに活動しているＮＰＯ団体等

との連携や体制づくりに努めるとともに、市民と行政の協働により進

めていきます。 

　さらに、人権教育・啓発の効果的な推進には、市民一人一人の学習

や行動とともに、社会全体の取組が必要であり、国・県・市の行政機関

はもとより、地域、企業、学校等がそれぞれの役割に応じて連携しな

がら取組を進めていきます。

３　計画の推進 

（1）計画の推進体制 

本計画の推進にあたっては、関係部課長を構成員とする益田市人権

施策推進委員会を設置し、庁内関係部署と連携しながら取組を進める

とともに、益田市人権施策推進審議会では、計画等に関し必要な事項を

調査及び審議し、人権教育・啓発に関する施策の推進を図ります。 

　 

また、益田市人権・同和教育推進協議会など地域ぐるみで活動する

団体や、様々な人権課題をテーマに活動しているＮＰＯ団体等との連

携や体制づくりに努めるとともに、市民と行政の協働により進めてい

きます。 

　さらに、人権教育・啓発の効果的な推進には、市民一人一人の学習

や行動とともに、社会全体の取組が必要であり、国、県、市の行政機関

はもとより、地域、企業、学校等がそれぞれの役割に応じて連携しな

がら取組を進めていきます。
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 （２）計画の進捗管理（P34） 

本計画の実施にあたっては、益田市人権・同和問題解決推進委員会に毎

年度報告するとともに、その状況について点検・評価を行い、益田市人権

施策推進委員会と連携を図り改善や見直しなど必要な措置を講じていく

こととします。 

　また、本計画は、5 年ごと及び必要に応じて調査を行い実態の把握に努

めるとともに、その間の取組の成果を分析し、実効性のある計画の推進を

図ります。

（２）計画の進捗管理 

本計画の実施にあたっては、益田市人権施策推進審議会に毎年度報告を

行い必要な意見をいただき、益田市人権施策推進委員会と連携を図り改善

や見直しなど必要な措置を講じていくこととします。 

　 

また、本計画は、5 年ごと及び必要に応じて調査を行い実態の把握に努

めるとともに、その間の取組の成果を分析し、実効性のある計画の推進を

図ります。
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